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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．※については、潜在株式が存在しないことから、「－」で表示している。なお、第89期の「潜在株式調整後

１株当たり当期純利益」については当期純損失が計上されているため、記載していない。 

３. 第88期、第89期及び第90期の１株当たり純資産額は、優先株式の発行価額30,000百万円を控除して算出して

いる。 

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1）連結経営指標等 
         

売上高 (百万円) 518,375 455,663 268,504 139,422 6,816 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 5,018 △28,768 △9,555 △4,083 △1,571 

当期純利益又は 

当期純損失(△) 
(百万円) △21,887 △142,092 314,965 △2,236 15,702 

純資産額 (百万円) △217,968 △357,594 4,446 37,804 53,168 

総資産額 (百万円) 511,633 431,526 195,332 81,989 57,989 

１株当たり純資産額 （円) △425.76 △698.81 △246.45 46.98 140.51 

１株当たり当期純利益又は 

当期純損失(△） 
（円) △42.72 △277.59 4,071.56 △15.35 97.23 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円) 

※ 

－ 

※ 

－ 

 

3,512.16 

 

－ 

 

78.98 

自己資本比率 （％) △42.6 △82.8 2.3 46.1 91.7 

自己資本利益率 （％) － － － － 34.5 

株価収益率 （倍) － － 0.4 － － 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 4,430 △21,854 △13,528 △40,531 △5,655 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △5,481 △7,667 382,487 46,241 △3,291 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △7,294 40,696 △380,593 1,393 △3,890 

現金及び現金同等物の期末

残高 
(百万円) 8,379 19,518 7,456 14,708 1,870 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人) 

14,841 

[2,682] 

14,022 

[2,824] 

4,038 

[817] 

1,820 

[489] 

48 

[54] 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれていない。 

２．※については、1株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載していない。 

３. 第88期、第89期及び第90期の１株当たり純資産額は、優先株式の発行価額30,000百万円を控除して算出して

いる。 

４．当社は平成16年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を行っている。 

５. 当社は平成18年10月30日付でC種類後配株式全株を普通株式へ転換した。 

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(2）提出会社の経営指標等 
         

売上高 (百万円) 224,856 195,189 74,593 51,553 2,767 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 19,036 △8,894 △7,460 △8,824 △728 

当期純利益又は 

当期純損失(△) 
(百万円) △27,795 △134,620 291,070 7,154 12,205 

資本金 (百万円) 31,341 31,341 25,099 35,099 100 

発行済株式総数  （千株) 
普通株式 

512,835 

普通株式 

512,835 

普通株式  

51,283 

Ａ種優先株式 

30,000 

Ｂ種優先株式 

30,000 

Ｃ種後配株式 

52,631 

 普通株式 

51,283 

Ａ種優先株式  

30,000 

Ｂ種優先株式  

30,000 

Ｃ種後配株式 

115,131 

 普通株式 

166,415 

Ａ種優先株式 

30,000 

Ｂ種優先株式 

30,000 

  

  

純資産額 (百万円) △193,056 △325,156 13,840 40,945 52,866 

総資産額 (百万円) 336,822 284,248 118,873 74,981 57,494 

１株当たり純資産額 （円) △377.07 △635.36 △155.85 65.90 138.68 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配当額) 
（円) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失(△) 
（円) △54.24 △262.96 3,762.48 49.09 75.58 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円) 

※ 

－ 

※ 

－ 

  

3,245.57 

  

39.08 

  

61.39 

自己資本比率 （％) △57.3 △114.4 11.6 54.6 91.9 

自己資本利益率 （％) － － － 26.1 26.0 

株価収益率 （倍) － － 0.4 － － 

配当性向 （％) － － － － － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人) 

2,592 

[306] 

2,435 

[322] 

1,038 

[281] 

817 

[216] 

18 

[15] 



２【沿革】 

   年   月                概      要 

明治20年１月14日 当社の前身である東京綿商社設立認可 

明治20年５月６日 東京府南葛飾郡隅田村字鐘ヶ淵に紡績所設立認可（この日をもって当社の設立記念日として

いる） 

明治21年８月 商号を有限責任鐘淵紡績会社に変更 

明治22年１月 株式を東京株式取引所へ上場 

明治26年11月 商号を鐘淵紡績㈱に変更 

昭和19年２月 鐘淵紡績㈱と鐘淵実業㈱が合併し、鐘淵工業㈱を設立 

昭和21年５月 商号を鐘淵紡績㈱に変更 

11月 カネボウ不動産㈱を設立 

昭和24年９月 化学部門を分離、鐘淵化学工業㈱を設立、木材・造機・鉱山等全廃、繊維のみ存置 

昭和33年７月 蚕糸部門を分離、鐘淵蚕糸㈱を設立 

昭和36年１月 カネボウ化粧品㈱を設立し、鐘淵化学工業㈱の化粧品事業を営業譲受 

昭和37年４月 カネボウ化粧品㈱を合併 

昭和39年４月 ハリス㈱を合併（小田原工場） 

昭和40年２月 共栄毛織㈱を合併（津島工場） 

８月 立花製菓㈱を合併（現クラシエフーズ㈱高槻第一工場） 

昭和41年10月 ヤマシロ製薬㈱の経営権譲受（昭和44年３月、カネボウヤマシロ製薬㈱に商号変更） 

昭和42年10月 化粧品販売部門を分離、カネボウ化粧品販売㈱を設立（昭和49年10月、カネボウ化粧品㈱に

商号変更） 

昭和46年８月 中滝製薬工業㈱の経営権譲受（昭和47年５月、カネボウ中滝製薬㈱に商号変更） 

12月 商号を鐘紡㈱に変更 

昭和47年５月 カネボウ薬品販売㈱を設立（現カネボウ薬品㈱） 

昭和49年２月 カネボウフーズ東京販売㈱を設立（現クラシエフーズ販売㈱） 

10月 カネボウ中滝製薬㈱、カネボウヤマシロ製薬㈱を合併 

昭和52年３月 カネボウ綿糸㈱を設立 

７月 東京レーヌ㈱を設立 

昭和56年11月 カネボウ化粧品㈱、カネボウディオール㈱、カネボウディオールムッシュ㈱を合併（カネボ

ウ化粧品㈱の子会社である各販社の統合後、カネボウ化粧品北海道販売㈱他10社が連結子会

社となる。） 

昭和57年８月 カネボウホームプロダクツ販売㈱を設立（現・クラシエホームプロダクツ販売㈱） 

平成５年７月 カネボウフーズ㈱を設立し、菓子、冷菓、飲料部門を同社へ営業譲渡(現クラシエフーズ㈱)

平成６年10月 鳥取工場を分離し、カネボウストッキング㈱を設立 

平成７年８月 カネボウアグリテック㈱を設立し、椎茸部門を同社へ営業譲渡（現・連結子会社） 

平成８年９月 綿事業部門をカネボウ綿糸㈱に営業譲渡、羊毛事業部門をカネボウウール㈱に営業譲渡、合

繊事業部門をカネボウ戸出㈱（現カネボウ合繊㈱、現・連結子会社）に営業譲渡 

平成９年３月 カネボウウール㈱がカネボウテキスタイル㈱を吸収合併（平成９年４月にカネボウ繊維㈱に

商号変更） 

５月 ファッション事業に係る新ブランド「ランバン」事業の開発運営のためカネボウ・サンディ

ジェーム㈱を設立 

平成10年３月 カネボウシルクエレガンス㈱を吸収合併 

平成11年３月 医療用新薬事業を日本オルガノン㈱に営業譲渡 

    11月 化成品事業を㈱ソフト九九コーポレーションの子会社アイオン㈱へ営業譲渡 

平成12年３月 情報システム事業を当社、中小企業等投資事業有限責任組合アドバンテッジ パートナー

ズ エム・ビー・アイ ファンド二号、㈱電通国際情報サービスが合弁事業化し、㈱キス

コ ソリューション設立 

平成13年１月 商号をカネボウ㈱に変更 

        ６月 カネボウ化粧品九州販売㈱がカネボウ化粧品沖縄販売㈱を吸収合併し、カネボウ化粧品地区

販売㈱は10社となる。 

 



   年   月                概      要 

    平成15年３月 カネボウ化粧品百貨店販売㈱を設立 

        12月 カネボウフーズ北海道販売㈱他5社の事業をカネボウフーズ東京販売㈱ヘ営業譲渡(現クラシ

エフーズ販売㈱） 

    平成16年５月 カネボウ化粧品北海道販売他10社の事業をカネボウ化粧品販売㈱（旧商号・カネボウ化粧品

百貨店販売㈱)へ営業譲渡 

化粧品事業を㈱カネボウ化粧品(旧商号・カネボウブティック㈱）に営業譲渡 

       ９月 防府工場自家発電事業を営業譲渡 

        10月 新研究所「ビューティケア研究所」を横浜市保土ヶ谷区に移転の上、本格スタート 

        11月 電子関連事業、カネボウフーズ㈱(現クラシエフーズ㈱)の麺事業を営業譲渡 

        12月 電池事業、カネボウ繊維㈱の羊毛事業、カネボウ化成㈱の建材事業及び化成品事業を営業譲

渡 

医用材料事業に係る資産、カネボウ合繊㈱の「ラクトロン」に係る特許権他を譲渡   

    平成17年３月 テキストグラス事業部、ベルエース事業、ベルパール事業、電池関連事業の一部、婦人ボト

ムス事業の一部、カネボウベルタッチ㈱の布製ファスナー事業、カネボウ合繊㈱のヘルスケ

ア事業、エコケア事業及びニューメディア事業を営業譲渡 

             ５月 ㈱エルビー（埼玉）を株式譲渡 

       ６月 東京証券取引所市場第一部及び大阪証券取引所市場第一部において上場廃止 

  ㈱ショップエンドショップス及びカネボウレインボーハット㈱を株式譲渡  

       ７月 カネボウ繊維㈱の綿事業及びカネボウ合繊㈱の合繊事業を営業譲渡 

             ８月 カネボウ繊維㈱及びカネボウビジョンシステム㈱を株式譲渡 

       ９月  カネボウ物流㈱の物流事業及びカネボウ合繊㈱のA-PETシート・機能性樹脂事業を営業譲渡 

㈱エルビー名古屋、㈱ブレイニーワークス、カネボウブラジルS.A．及び越前ポリマー㈱を

株式譲渡 

             10月 カネボウ合繊㈱の高分子防府PET樹脂事業を営業譲渡  

        11月 カネボウ菊池電子㈱を株式譲渡 

当社のインナー事業及びカネボウ興産㈱のホテル事業を営業譲渡 

       12月 カネボウアグリテック㈱の椎茸事業を営業譲渡  

   平成18年１月 カネボウストッキング㈱、カネボウ不動産㈱及びカネボウホリデイ㈱を株式譲渡 

       ２月  カネボウ物流㈱を株式譲渡 

カネボウ・サン ディジェーム㈱のランバンブランドのライセンス事業を営業譲渡 

       ３月 当社のフィラブランドのライセンス事業に関わる資産の一部譲渡 

       ５月 ホームプロダクツ事業及び薬品事業を営業譲渡 

カネボウフーズ㈱を株式譲渡（現クラシエフーズ㈱） 

コーポレートスタッフ部門をカネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱に営業譲渡 



３【事業の内容】 

 当社及び当社の関係会社（当社、親会社及び子会社４社（平成19年3月31日現在）により構成）においては、当社

及び関係会社の位置付け等は、次のとおりである。 

 なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更している。変更の内容については、「第５ 経理の状況

１．(1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりである。 

＜ホームプロダクツ＞ 

 クラシエホームプロダクツ㈱(平成19年6月1日付でカネボウホームプロダクツ㈱から商号変更)が薬事法上の製造販

売に必要な許認可を取得するまでの間、製品の製造販売をおこなっている。 

  

＜薬品＞ 

 カネボウ製薬㈱が薬事法上の製造販売に必要な許認可を取得するまでの間、製品の製造販売をおこなっている。 

  

 ＜食品＞ 

 当部門においては、菓子等を製造販売している。                             

（製造）   甲府ベルフーズ㈱  

  

 ＜不動産＞  

  当部門においては、不動産の賃貸業をおこなっている。                          

（サービス） カネボウ興産㈱ 

  

『事業系統図』 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次ページのとおりである。 





４【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

２．特定子会社に該当する。 

３．債務超過会社であり、債務超過の金額は平成19年３月末時点でカネボウアグリテック㈱6,275百万円、カネ

ボウ合繊㈱20,544百万円、カネボウ興産㈱5,860百万円、甲府ベルフーズ㈱554百万円である。 

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の所
有(被所有)
割合 

（％） 

関係内容 

（親会社）          

カネボウ・トリニティ・

ホールディングス㈱ 
東京都港区 9,905 

同社グループ

内の経営の策

定・推進・経

営管理・融資 

 （被所有) 

  間接 

  84.55 

  

    業務委託  

  役員の兼任     

トリニティ・インベスト

メント㈱ 
東京都港区 460 

有価証券の取

得、保有及び

売買他  

 （被所有） 

  直接 

  84.55 

  

    資金援助 

  役員の兼任 

（連結子会社）          

カネボウアグリテック㈱ 

（注）２, ３ 
東京都港区 10 食品 100        ―――――― 

カネボウ合繊㈱  

 (注）２, ３ 
東京都港区 10 繊維 100     ―――――― 

カネボウ興産㈱ 

（注）２, ３ 
大阪市都島区 10 不動産 100     ―――――― 

甲府ベルフーズ㈱ 

（注）２, ３ 
山梨県甲府市 40 食品 100     ―――――― 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。)であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載している。 

２．臨時従業員には、臨時社員及びパートタイマー（アルバイトを含む）含み、派遣社員を除いている。 

３．従業員数の減少（1,772人）は、主に事業再生計画等に基づく事業の営業譲渡によるものである。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。)であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載している。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

３．臨時従業員には、臨時社員及びパートタイマー（アルバイトを含む）を含み、派遣社員を除いている。 

４．従業員数の減少（799人）は、主に事業再生計画等に基づく事業の営業譲渡によるものである。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、カネボウ労働組合が組織されており、ＵＩゼンセン同盟に属している。グループ内の組合員

数は、18人でユニオンショップ制である。 

 なお、労使関係について特に記載すべき事項はない。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ホームプロダクツ事業 
3 

[3] 

薬品事業 
9 

[7] 

食品事業 
20 

[39] 

ファッション事業 
0 

[1] 

繊維事業 
11 

[0] 

不動産事業 
4 

[0] 

全社（共通） 
1 

[4] 

合計 
48 

[54] 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

18〔15〕   53.7 29.3 6,753,593 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、企業の好調さが持続しており、消費に弱さが見られるものの穏やかな景気

回復が続いている。一方、内外経済に与える米国及び中国経済、原油価格などの動向に注視する状況が続いた。 

 当社は、平成16年以降株式会社産業再生機構の支援の下、金融機関より債務免除の支援も受け、事業再生を進め、

ホームプロダクツ、薬品、フーズの主要3事業を主体とする企業グループへと事業の再構築をおこなってきた。しか

しながら、一方で過去の不適切な会計処理により上場廃止に至ったことなどから、取引先に対する信用の低下や企業

イメージの悪化を招来し、信用の回復が困難な状況にあった。 

 平成18年1月末にスポンサーが株式会社産業再生機構から3投資会社が運営するファンドへと替わることとなった

が、このような状況の下で、当社が主要3事業を継続した場合、事業資金調達の支障などにより、事業の継続や成長

に必要な投資が充分にできないために、事業が劣化する懸念が想定された。これを避ける為に当社は主要3事業を譲

渡することが、3事業の将来価値を 大限に顕在化させ、当社事業価値の 大化につながると判断し、平成18年5月1

日付で、ホームプロダクツ事業及び薬品事業を当社スポンサーである3投資会社が運営するファンドが出資する2つの

会社（クラシエホームプロダクツ株式会社及びカネボウ製薬株式会社）に営業譲渡した。また、クラシエフーズ株式

会社（平成19年6月1日付でカネボウフーズ株式会社から商号変更）の株式をファンドなどに株式譲渡するとともに、

コーポレートスタッフ部門を同じくファンドが出資するカネボウ・トリニティ・ホールディングス株式会社に営業譲

渡した。 

 なお、当社は当該営業譲渡などの代金債権を親会社であるトリニティ・インベストメント株式会社が免責的債務引

受けしたことに基づき、同社に対し、42,546百万円の貸付金を有している。 

 また、平成16年からの事業再編に伴い、当社の売上や資産などの事業規模が縮小し、過大資本になったことから、

資本の額の適正化を図ると共に欠損金の解消を図るために、平成18年9月30日に資本金を35,099百万円から100百万円

に減少した。 

 当連結会計年度の売上高は6,816百万円（前年同期比95.1％減少）、経常損失は1,571百万円（前年同期比61.5％減

少）、当期純利益は15,702百万円（前年同期は2,236百万円の当期純損失）となった。 

  

 事業の種類別セグメントの概況は次のとおりである。なお、当連結会計年度から事業の種類別セグメントを変更し

たため、前年同期比較にあたっては前連結会計年度分を変更後の区分に組み替えて行っている。 

①ホームプロダクツ事業 

 石鹸、シャンプー・リンス、化粧品を中心とした日用品を製造・販売してきた。当連結会計年度における売上高は

2,611百万円（前年同期比92.9％減少）、営業利益は196百万円（前年同期比92.9％減少）となった。 

②薬品事業 

 「コッコアポシリーズ」を主力品とした一般向及び１日２回服用漢方製剤「ＫＢスティック」など医家向の漢方薬

を中心に展開してきた。当連結会計年度における売上高は1,417百万円（前年同期比92.2％減少）、営業利益は16百

万円（前年同期比89.5％減少）となった。 

③食品事業 

 からだが香るガム「ふわりんか」などのガム・キャンディ、知育菓子などを製造・販売する菓子事業部門、ミント

系錠菓を販売するフリスク事業部門、「ヨーロピアンシュガーコーン」などアイス製品の冷菓事業部門及びカロリー

ゼロの健康機能食品「プルジュレ」など新規食品事業部門を展開してきた。食品事業の当連結会計年度における売上

高は2,431百万円（前年同期比91.7％減少）、営業損失は756百万円（前年同期比121.8％増加）となった。 

④ファッション事業 

 株式会社アンドモアの小売事業を撤収したことにより、ファッション事業はすべての事業を譲渡又は撤収したこと

となり、当連結会計年度の売上高は111百万円（前年同期比99.4%減少）、営業損失は281百万円（前年同期比88.3%減

少）となった。引続き、撤収した事業の清算を進めていく。 



⑤繊維事業 

 前連結会計年度までに全ての事業を譲渡又は撤収しており、当連結会計年度の売上高は0百万円（前年同期比

100.0%減少）、営業損失は247百万円（前年同期比40.1%減少）となった。引続き、撤収した事業の清算を進めてい

く。 

⑥不動産事業 

 当社の連結子会社であるカネボウ興産株式会社は、不動産の賃貸事業を営んでおり当連結会計年度の売上高は245

百万円（前年同期比94.5％減少）、営業損失は388百万円（前年同期は685百万円の営業利益）となった。 

 （2）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における連結キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローで5,655百万円の減少

（前年同期は40,531百万円の減少）、投資活動によるキャッシュ・フローで3,291百万円の減少（前年同期は46,241

百万円の増加）、財務活動によるキャッシュ・フローで3,890百万円の減少（前年同期は1,393百万円の増加）とな

り、前期末に比べ12,838百万円減少し、現金及び現金同等物の期末残高は1,870百万円となった。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、事業撤収に伴う支出のためその他引当金が減少したこと等により、5,655

百万円減少した。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入支出等により、3,291百万円減少した。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の返済等により、3,890百万円減少した。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は、販売価額によっており、セグメント間の取引については消去していない。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３．ファッション事業は購入製品を販売しており、生産を行っていないため、記載を省略している。 

４．不動産事業は賃貸事業を営んでおり、生産を行っていないため、記載を省略している。 

(2）受注状況 

 当社グループは主として見込生産を行っているため、受注状況に関する記載を省略している。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

ホームプロダクツ事業 861 △92.2 

薬品事業 345 △93.7 

食品事業 1,032 △88.6 

繊維事業 － △100.0 

合計 2,239 △95.0 



(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。 

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上となる販売先はない。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれていない。  

３【対処すべき課題】 

 当社グループは、平成18年1月末に株式会社産業再生機構の支援を離れ、３投資会社（株式会社MKSパートナーズ、

アドバンテッジパートナーズ有限責任事業組合、ユニゾン・キャピタル株式会社）が運営に携わるファンドが新たな

スポンサーとなった。 

 しかしながら、当社が主要3事業（ホームプロダクツ事業・薬品事業・食品事業）を継続した場合、事業資金調達

の支障等により、事業の継続や成長に必要な投資が充分にできないために、事業が劣化する懸念が想定された。これ

を避けるために、当社は主要3事業を譲渡することが、3事業の将来価値を 大限に顕在化させ、カネボウトータルの

企業価値の 大化につながると判断し、平成18年5月1日付で営業譲渡及び株式譲渡により主要3事業並びにコーポレ

ートスタッフ部門を譲渡した。 

 当社は、この営業譲渡並びに株式譲渡後、その他事業の運営とその効率化及び撤収事業の清算等の業務を行ってき

たが、約１年を経てこれらの業務の目処がついた現状に鑑み、収益の核となる事業が存在しないこと、又、資産超過

状態で取引先等への支払等について支障がないこと等から、現時点で会社を解散し残余財産を分配することが 善と

判断し、平成19年6月30日をもって当社を解散することを、平成19年6月28日開催の定時株主総会において決議した。

解散後は、資産の換価や債権の回収及び債務の弁済を行い、法令及び定款に基づき残余財産の分配を行うこととな

る。尚、残余財産の分配時期や見込額については、資産の換価や訴訟等もあり、現時点では未定である。 

 また、上記定時株主総会において、本年7月1日付で、商号を海岸ベルマネジメント株式会社に変更し、本店所在地

を東京都港区に変更することを決議した。 

４【事業等のリスク】 

 当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る主な事項は下記のとおりである。 

 下記事項には将来に関するものが含まれるが、当該事項は有価証券報告書提出日現在（平成19年6月29日）におい

て当社グループが判断したものであり、国内外の経済情勢等により影響を受ける可能性があり、事業等のリスクはこ

れらに限られるものではない。 

（１）清算業務 

 当社は、平成19年6月28日開催の定時株主総会において、解散を決議した。これに伴い、解散後は、資産の換価、

債権の回収及び債務の弁済等の清算業務を進めることとなる。しかしながら、上記清算業務を進める過程で、予期し

得ない撤収費用等の損失が発生した場合、清算業務に悪影響を及ぼす可能性がある。 

（２）重要な訴訟事件等の発生 

 当社グループ全体において、現在発生し又は将来発生する紛争において、当社グループに不利な判断がなされた場

合には、清算業務に悪影響を及ぼす可能性がある。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

ホームプロダクツ事業 2,611 △92.9 

薬品事業 1,417 △92.2 

食品事業 2,431 △91.7 

ファッション事業 111 △99.4 

繊維事業 － △100.0 

不動産事業 245 △94.5 

合計 6,816 △95.1 



５【経営上の重要な契約等】 

Ⅰ．営業譲渡契約 

Ⅱ．資産譲渡契約 

Ⅲ．株式譲受契約 

Ⅳ．金銭債権譲受契約 

契約会社名 相手方会社名 譲渡対象 契約締結日 譲渡実行日 

    当 社 
 クラシエホームプロダクツ

 株式会社 

トイレタリー商品関連
商品、その他日用雑貨
の製造・加工・輸出入

平成18年4月14日 平成18年5月1日

    当 社 

カネボウ製薬株式会社 

 （平成18年4月12日付、 

「紀尾井町インベストメン

ト株式会社」から商号変

更） 

漢方薬を中心とした 
医薬品（医療用、一般
用）の製造・販売 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

    当 社 クラシエフーズ株式会社 
通信販売用健康食品の
開発・製造・販売 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

    当 社 

カネボウ・トリニティ・ 
ホールディングス株式会社

 （平成18年4月12日付、 

「トリニティ・パートナー

ズ株式会社」から商号変

更） 

コーポレートスタッフ
部門 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

契約会社名 相手方会社名 譲渡対象 契約締結日 譲渡実行日 

当社 
 カネボウ・トリニティ・ 

 ホールディングス株式会社

クラシエフーズ株式会
社の株式及び債権 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

当社 クラシエフーズ株式会社 

クラシエフーズ販売 
株式会社（平成19年6
月1日付でカネボウフ
ーズ販売株式会社から
商号変更）の株式及び
当社の食品事業知的財
産権 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

譲受する株式の会社名 相手方会社名 
譲受対象会社の 
事業内容等 

契約締結日 譲受実行日 

コリス株式会社 
クラシエフーズ株式会社 
及びクラシエフーズ販売 
株式会社 

チューイングガム、ラ
ムネ菓子等の製造・販
売 

平成18年4月14日 平成18年5月1日

譲受する債権の会社名 相手方会社名 
譲受対象会社の 
事業内容等 

契約締結日 譲受実行日 

甲府ベルフーズ株式会社 クラシエフーズ株式会社 菓子等の製造  平成18年4月14日 平成18年5月1日



６【研究開発活動】 

   当連結会計年度のグループ全体の研究開発費は、147百万円である。 

 当連結会計年度における各事業部門別の研究開発費は、次のとおりである。 

（１）ホームプロダクツ事業 

 当該事業に係る研究開発費は、59百万円である。 

（２）薬品事業 

 当該事業に係る研究開発費は、58百万円である。 

（３）食品事業 

 当該事業に係る研究開発費は、28百万円である。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）継続企業の前提 

 当社は、「第5 経理の状況 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載の通り、平成19年4月

26日開催の取締役会において、平成19年6月28日開催の定時株主総会に解散議案を上程することを決議した。これに

より、当連結会計年度末日において継続企業の前提に重要な疑義が存在している。連結財務諸表並びに財務諸表は、

長期貸付金等の重要な資産及び負債について、清算を仮定した処分価額によって評価する会計方針を採用している。

 中間連結会計期間における会計基準は継続企業を前提としたが、上記定時株主総会に解散議案を上程することを取

締役会で決議したことから、継続企業の前提ではなく、解散会社に準じた会計方針に基づいて連結財務諸表並びに財

務諸表を作成することが、適切な情報提供を行うものであると判断し、上記会計方針を採用した。 

 この会計方針に基づき、当中間連結会計期間において計上したトリニティ・インベストメント株式会社への貸付金

に対する貸倒引当金は、当該貸付金が全額回収可能であると判断したことにより戻入を行い、また負債計上した繰延

営業譲渡益勘定は、負債性がないため営業譲渡益として特別利益に計上した。 

（２）財政状態 

 当連結会計年度末の連結総資産は、3事業（ホームプロダクツ事業・薬品事業・食品事業）並びにコーポレートス

タッフ部門の譲渡等により、前連結会計年度に比べ24,000百万円減少し、57,989百万円となった。尚、当該譲渡等の

代金債権を、当社の親会社であるトリニティ・インベストメント株式会社が免責的債務引受したことに伴い、同社に

対して42,546百万円の貸付金を有している。 

 連結純資産は、営業譲渡益の計上などにより、前連結会計年度に比べ15,364百万円増加し、53,168百万円となっ

た。また、中間連結会計期間末（1,207百万円の連結債務超過）に比べ、54,375百万円の増加となった。 

 尚、過大資本の適正化と欠損填補のため、当連結会計年度中に資本減少を行い、資本金は35,099百万円から100百

万円となった。 

（３）経営成績 

 当連結会計年度の売上高は6,816百万円であり、前連結会計年度までに実施した事業売却及び事業撤収の影響、並

びに3事業（ホームプロダクツ事業・薬品事業・食品事業）並びにコーポレートスタッフ部門の譲渡などにより、前

連結会計年度に比べ132,606百万円減少した。営業損失は1,462百万円、経常損失は1,571百万円となり、営業譲渡益

の計上などにより、当期純利益は15,702百万円となった。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度は、特記すべき設備投資は行っていない。なお、平成18年５月１日付の営業譲渡及び株式譲渡に

より、前連結会計年度末において、計画中であった重要な設備の新設等については譲渡先に引き継がれている。 

 当連結会計年度における重要な設備の売却（営業譲渡及び株式譲渡を含む）は下記のとおりである。 

（注）１．帳簿価額のうち、「その他」は、器具及び備品並びに建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税

等を含まない。 

２．従業員数の［  ］は、臨時従業員数を外書している。 

 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の
種類別
セグメ
ントの
名称 

設備の
内容 

帳簿価額(百万円) 

従業員
数 
(人) 

建物
及び
構築
物 

機械
装置
及び
運搬
具 

土地 
(面積
千㎡) 

その他 合計 

カネボウ㈱ 
津島工場 

（愛知県愛西市） 

ホーム

プロダ

クツ 

トイレ

タリー

製品製

造設備 

766 582 
108 

(18) 
13 1,470 

67 

[39］

〃 
中部流通センター 

（愛知県稲沢市） 
〃 

物流施

設 
588 3 

804 

(14) 
－ 1,396 

－ 

[－］

〃 

名古屋流通センタ

ー 

（愛知県稲沢市） 

〃 〃 583 0 
1,244 

(29) 
18 1,847 

－ 

[－］

〃 
高槻第二工場 

（大阪府高槻市） 
薬品 

薬品製

造設備 
110 82 

322 

(11) 
7 523 

16 

[8］

〃 
高岡工場 

（富山県高岡市） 
〃 〃 1,720 626 

728 

(24) 
119 3,194 

53 

[33］

クラシエホー

ムプロダクツ

販売㈱（平成

19年６月１日

付でカネボウ

ホームプロダ

クツ販売㈱か

ら商号変更） 

本社・支店 

(東京都港区他) 

ホーム

プロダ

クツ 

その他

の設備 
3 － － 2 5 

171 

[2］

カネボウ 

薬品㈱ 

本社・支店 

(東京都港区他) 
薬品 〃 23 － － 6 29 

395 

［91］

クラシエ 

フーズ㈱ 

新町工場 

(群馬県多野郡) 
食品 

食品製

造設備 
27 126 

1,940 

(78) 
9 2,102 

36 

［4］

〃 
高槻第一工場 

(大阪府高槻市) 
〃 〃 206 349 

1,870 

(24) 
11 2,437 

44 

［7］

〃 
福知山工場 

(京都府福知山市) 
〃 〃 252 257 

861 

(13) 
9 1,380 

41 

［8］

カネボウ 

興産㈱ 

横浜教育センター 

(横浜市中区) 
不動産 

その他の

設備 
82 － 

1,418 

(12) 
－ 1,501 

－ 

[－］



２【主要な設備の状況】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりである。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

 （注）１．金額には消費税等を含まない。 

２．各セグメントに係る全社的管理業務を行っている。 

３．貸与中の土地974百万円（12千㎡）、建物及び構築物1,182百万円を含んでおり、医療法人社団鐘紡記

念病院に貸与している。 

４．貸与中の土地491百万円（24千㎡）、建物4百万円を含んでおり、カネボウ製薬㈱に貸与している。 

５．従業員数の［ ］は、臨時従業員数を外書している。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末における重要な設備の新設等の計画はない。 

重要な設備の除却等の計画は、以下のとおりである。 

  平成19年３月31日現在 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 

従業
員数 
(人) 

摘要 建物
及び
構築
物 

土地 
（面積
千㎡) 

器具及
び備品

合計 

本部等 

（東京都港区） 
(注)2 

その他の 

設備 
1,182 

974 

(12) 
311 2,467 

18 

[15]
(注)3 

  平成19年３月31日現在 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の
種類別
セグメ
ントの
名称 

設備の内
容 

帳簿価額(百万円) 

従業員
数 
(人) 

摘要 建物
及び
構築
物 

土地 
(面積
千㎡) 

合計 

カネボウ 

興産㈱ 

洲本検収センター

〔旧洲本工場〕 

(兵庫県洲本市) 

不動産 
その他の設

備 
－ 

1,010 

(29) 
1,010 

－ 

[－］
  

〃 
高岡工場 

(富山県高岡市) 
〃 〃 21 

726 

(34) 
747 

－ 

[－］
(注)4 

会社名 

 事業所名 
所在地 

 

売却時期 
土 地 

（面積千㎡）

百万円 

カネボウ 

興産㈱  

洲本検収センター

〔旧洲本工場〕  

 (兵庫県洲本市) 

1,010 

 (29） 
平成19年4月  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

       

      ②【発行済株式】 

 (注)１．完全議決権株式であり、権利内容になんら限定のない当社における標準となる株式である。 

２．当社の親会社であるトリニティ・インベストメント株式会社より、同社が保有する全てのＣ種類株式 

  (115,131,500株)について、普通株式を対価とする取得請求権の行使によるＣ種類株式の普通株式への転換 

  請求がなされた。 

  これを受け、当社は平成18年10月30日付でＣ種類株式を取得し、対価としてトリニティ・インベストメント 

  株式会社に普通株式115,131,500株を発行した。なお、取得したＣ種類株式は、同日付で全株消却した。 

３．Ａ種類株式の内容 

(1)優先株主配当金 

①優先配当金の額 

イ. Ａ種類株式につき普通株式に優先して支払われる1株当たりの配当金(以下「Ａ種優先配当金」という。)

の額は、2005年3月31日に終了する事業年度まで無配とする。 

2005年4月1日に開始する事業年度以降は、1株当たり、Ａ種類株式の発行価額にそれぞれの事業年度ごとに

下記ロ.に定める年率(以下「Ａ種配当年率」という。)を乗じて算出した額を支払う。 

但し、計算結果が50円を超える場合は、Ａ種優先配当金は50円とする。 

ロ. Ａ種配当年率は、2005年4月1日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

 Ａ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ(6か月物)＋1.25％ 

 Ａ種配当年率は、％位未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。 

・年率修正日とは、2006年4月1日以降の毎年4月1日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ(6か月物)とは、2005年4月1日又は各年率修正日(当日が銀行休業日の場合は直前営業 

日)及びその直後の10月1日(当日が銀行休業日の場合は直前営業日)の2時点(以下それぞれ「Ａ種優先配当 

決定基準日」という。)において、午前11時における日本円6か月物ＴＩＢＯＲとして全国銀行協会によっ

て公表される数値の平均値を指すものとする。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,824,868,500 

優先株式Ａ種類株式 30,000,000 

優先株式Ｂ種類株式 30,000,000 

後配株式Ｃ種類株式 115,131,500 

計 2,000,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 

(平成19年3月31日) 
提出日現在発行数(株) 
(平成19年6月29日) 

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 166,415,057 166,415,057 非上場・非登録 (注)1,2 

優先株式 

Ａ種類株式 
30,000,000 30,000,000 非上場・非登録 (注)3 

優先株式 

Ｂ種類株式 
30,000,000 30,000,000 非上場・非登録 (注)4 

後配株式 

Ｃ種類株式 
       －        － － (注)2 

計 226,415,057 226,415,057 － － 



 Ａ種優先配当決定基準日において日本円ＴＩＢＯＲ(6か月物)が公表されていない場合は、同日(当日が 

 ロンドンにおける銀行休業日の場合は直前営業日)ロンドン時間午前11時におけるユーロ円ＬＩＢＯＲ 

 6か月物(360日ベース)として英国銀行協会(ＢＢＡ)によって公表される数値又はこれに準ずるものと認め 

 られるものを日本円ＴＩＢＯＲ(6か月物)に代えて用いるものとする。 

②優先中間配当金 

当社は、定款に定める基準日現在の株主に対し、剰余金の配当を行う場合において、Ａ種類株式を有する株

主(以下「Ａ種類株主」という。)及びＡ種類株式の登録株式質権者(以下「Ａ種類登録株式質権者」とい

う。)に対しては剰余金の配当を行わない。 

③非累積条項 

ある事業年度においてＡ種類株主及びＡ種類登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当金額がＡ種優先配

当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④非参加条項 

Ａ種類株主及びＡ種類登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて配当は行わない。但し、当社が 

行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第8号ロ若しくは同法第760条第7号ロに規定される剰余金の 

配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第1項第8号ロに 

規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

(2)残余財産の分配 

①当社は、残余財産を分配するときは、Ａ種類株主及びＡ種類登録株式質権者に対し、普通株式を有する株主

(以下「普通株主」という。)及び普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)並びに

Ｃ種類株式を有する株主(以下「Ｃ種類株主」という。)及びＣ種類株式の登録株式質権者(以下「Ｃ種類登録

株式質権者」という。)に先立ち、Ａ種類株式1株につき500円(以下「Ａ種優先残余財産分配金」という。)を

支払う。 

②Ａ種類株主及びＡ種類登録株式質権者に対しては、Ａ種優先残余財産分配金のほか、残余財産の分配は行わ

ない。 

(3)議決権 

  Ａ種類株主は株主総会において議決権を有しない。 

(4)金銭を対価とする取得請求権 

①Ａ種類株主及びＡ種類登録株式質権者は、2008年から2021年までの毎年7月1日から7月31日までの期間(以下

「Ａ種償還請求可能期間」という。)において、当社の毎年6月末日現在における会社法第461条第2項に規定

する分配可能額と会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第64条の規定による改正前の商法(明治

32年法律第48号)第211条ノ3第3項に規定する取締役会決議による自己株式買受の取得限度額と同等の計算方

法により算定された金額のいずれもが30億円を超えている場合、当該各超過額のいずれか低い金額の50％を

限度として、Ａ種類株式の全部又は一部について、金銭を対価とする種類株式の取得の請求(以下「償還請

求」という。)をすることができ、当社は、Ａ種償還請求可能期間満了の日から1か月以内に定款の定めに従

い、当該請求を受けたＡ種類株式の取得と引換えに金銭の交付手続を行うものとする。 

②前号の限度額を超えてＡ種類株主及びＡ種類登録株式質権者からの償還請求があった場合、取得の順位は、

Ａ種償還請求可能期間経過後において実施する抽選その他の方法により決定する。 

③当社は、Ａ種類株主及びＡ種類登録株式質権者に対し、取得の対価として、払込金額相当額を支払うものと

する。 

(5)普通株式を対価とする取得請求権 

①転換条件及び転換請求期間 

Ａ種類株主は、2011年4月1日から2022年3月31日までの間(以下「Ａ種転換請求期間」という。)、以下に定

める条件でＡ種類株式について、普通株式の交付を受けるのと引換えに種類株式を取得することの請求(以下

「転換請求」という。)をすることができる。本項における「時価」とは、転換価額の算定の基準となる日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の

終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、そ

の小数第2位を四捨五入する。)とする。但し、当社の普通株式が転換価額の算定の基準となる日に先立って

株式会社東京証券取引所において上場廃止された場合には、当社の普通株式の上場廃止の日に先立つ45取引

日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示

を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を

四捨五入する。)をもって、当社の時価とみなす。 



イ. 当初転換価額 

当初転換価額は、Ａ種類株式の発行日から60取引日が経過した日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の

株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終

値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。)とす

る。 

ロ. 転換価額の修正 

転換価額は、2012年4月1日以降2021年4月1日までの毎年4月1日(以下それぞれ「Ａ種転換価額修正日」とい

う。)における時価に修正されるものとし、転換価額は当該Ａ種転換価額修正日以降翌年のＡ種転換価額修

正日の前日(又はＡ種転換請求期間の終了日)までの間、当該時価に修正されるものとする。 

但し、当該時価が当初転換価額の60％(以下「Ａ種下限転換価額」という。)を下回るときは、修正後転換

価額はＡ種下限転換価額とする。また、当該時価が当初転換価額の150％(以下「Ａ種上限転換価額」とい

う。)を上回るときは、修正後転換価額はＡ種上限転換価額とする。また、転換価額が下記ハ.により調整

された場合には、Ａ種上限転換価額及びＡ種下限転換価額についても同様の調整を行うものとする。 

ハ. 転換価額の調整 

 a. Ａ種類株式発行後、次のいずれかに該当する場合には、転換価額は下記算式(以下「転換価額調整式」と

いう。)により計算される転換価額に調整される。調整後転換価額は円位未満小数第2位まで算出し、その

小数第2位を四捨五入する。  

ⅰ転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を新たに発行し又は当社の有する当社

の普通株式を処分する場合(無償割当ての場合を含む。但し、下記ⅱ乃至ⅳの場合を除く。) 

調整後転換価額は、払込期日(払込期間を定めた場合には、出資の履行をした日。無償割当ての場合には効

力発生日。以下同じ。)の翌日以降、又は募集のための基準日がある場合はその翌日以降、これを適用す

る。なお、無償割当ての場合には、1株当たりの払込金額は0円とする。 

ⅱ株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後転換価額は、株式の分割に係る基準日の翌日以降、これを適用する。但し、剰余金の額を減少して

資本金の額を増加させることを条件として株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議をする

場合において、当該剰余金処分による資本金の増加の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分

割に係る基準日とするときは、調整後転換価額は、当該剰余金処分による資本金の増加の決議をした株主

総会の終結の日の翌日以降、これを適用する。 

なお、上記但書において株式の分割に係る基準日の翌日から当該剰余金処分による資本金の増加の決議を

した株主総会の終結の日までに当社によるＡ種類株式の取得と引換えに普通株式の交付を受けた者に対し

ては、次の算出方式により、当社の普通株式を新たに発行する。この場合に、1株未満の端数を生じたとき

はこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

            新規発行又は処分   １株当たりの  

        既 発 行    ×  

調整後   調整前    ＋ 普通株式数   払込金額 

  ＝  × 普通株式数        

転換価額   転換価額       １株当たりの時価 

        既発行普通株式数＋新規発行 又は処分普通株式数 

   （調整前転換価額－ × 調整前転換価額をもってＡ種類株式の

株式数 ＝ 調整後転換価額）     取得により当該期間内に発行された株式数 

       調整後転換価額 



ⅲ取得条項付株式若しくは取得請求権付株式であって、当社による取得と引換えに、転換価額調整式に使用

する時価を下回る価額をもって当社の普通株式を交付するものを発行又は処分する場合 

 調整後転換価額は、かかる株式の払込期日に、又は募集のための基準日がある場合はその日に、発行又

は処分される株式全てが普通株式の交付と引換えに当社により取得されたものとみなし、その払込期日の 

翌日以降、又は基準日がある場合はその翌日以降、これを適用する。但し、当該発行又は処分される株式 

の転換価額がその払込期日又は基準日において確定しない場合、調整後転換価額は、転換価額が決定され 

る日に、発行若しくは処分される株式の全てが普通株式の交付と引換えに当社により取得されたものとみ 

なし、当該価額決定日の翌日以降これを適用する。 

ⅳ新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。以下同じ。)の行使により発行される普通株式1株当

たりの新株予約権の払込金額及び新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額の合計金額(以下「新株予

約権の行使により発行される普通株式1株当たりの払込金額」という。)が転換価額調整式に使用する時価

を下回ることとなる新株予約権を発行する場合(無償割当ての場合を含む。) 

 調整後転換価額は、かかる新株予約権の発行日(無償割当ての場合には効力発生日。以下同じ。)に、又

は基準日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが行使されたものとみなし、その発行日の翌

日以降、又は基準日の翌日以降これを適用する。但し、新株予約権の行使に際して払込をなすべき1株当た

りの価額がその発行日又は基準日において確定しない場合、調整後転換価額は、新株予約権の行使価額が

決定される日に、発行される全ての新株予約権の行使がなされたものとみなし、当該価額決定日の翌日以

降にこれを適用する。 

b．上記a.ⅰ乃至ⅳに掲げる場合のほか、次に掲げる場合には、取締役会が適当と判断する転換価額の調整を

行うものとする。 

ⅰ合併、株式交換、株式移転、会社分割、又は普通株式の併合その他当社普通株式数の変更又は変更の可能

性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要とする場合 

ⅱ転換価額を調整すべき事由が二以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後転換価額の算出に当たり

使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要がある場合 

c．転換価額調整式で使用する「1株当たりの時価」とは、調整後転換価額を適用する日(但し、上記a.ⅱ但書

の場合には基準日とする。)における時価とする。 

d．転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換価額と

する。 

e. 転換価額調整式で使用する「1株当たりの払込金額」とは、それぞれ以下のとおりとする。 

ⅰ上記a.ⅰの転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を新たに発行し又は当社の

有する当社の普通株式を処分する場合(但し、上記a.ⅱ乃至ⅳの場合を除く。)には、当該払込金額(金銭以

外の財産による払込の場合にはその適正な評価額) 

ⅱ上記a.ⅱの株式の分割により普通株式を発行する場合には、0円 

ⅲ上記a.ⅲの取得条項付株式又は取得請求権付株式であって、当社による取得と引換えに、転換価額調整式

に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式を交付するものを発行する場合には、当該転換価額 

ⅳ上記a.ⅳの新株予約権の行使により発行される普通株式1株当たりの払込金額が転換価額調整式に使用する

時価を下回ることとなる新株予約権を発行する場合には、当該1株当たりの払込金額 

f. 転換価額調整式で使用する「既発行普通株式数」とは、基準日がある場合は、その日における当社の発行

済普通株式数(但し、当該新規発行分は含まれない。)から、基準日がない場合は、調整後転換価額を適用

する日の1か月前の日における当社の発行済普通株式数(但し、当該新規発行分は含まれない。)から、当該

各日における当社の有する当社普通株式数を控除した数(但し、上記a.ⅱにおいて当社の有する当社普通株

式数にも株式の分割の効果を及ぼす場合には、かかる控除は行わないものとする。また、当社の有する当

社の普通株式を処分する場合には、処分前の数とする。)とする。 

g. 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が1円未満にとどまるとき

は、転換価額の調整は行わない。但し、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生し、転換価額を算

出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた

額を使用する。 



ニ. 取得により発行する普通株式数 

 普通株式の交付と引換えにする当社によるＡ種類株式の取得により発行すべき当社の普通株式数は、次の

とおりとする。但し、次の計算式により算出した取得により発行すべき普通株式数がＡ種類株主が転換請

求のために提出したＡ種類株式の数の20倍を超える場合には、Ａ種類株主が転換請求のために提出したＡ

種類株式の数の20倍に相当する数とみなす 。発行すべき株式数の算出に当たって1株未満の端数が生じた

ときは、これを切り捨てる。 

(6)一斉転換 

①当社は、2022年4月1日(以下本項において「Ａ種一斉転換日」という。)をもって、Ａ種類株式の株主に対

し、Ａ種類株式1株の払込金額相当額をＡ種一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除

いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。以下「Ａ種一斉転換価

額」という。)で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに、Ａ種類株式全部を取得する。但し、当社の

普通株式が株式会社東京証券取引所において上場廃止された後にＡ種一斉転換日が到来した場合には、当社

の普通株式の上場廃止の日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の

普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未

満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。)をもって、当社のＡ種一斉転換価額とみなす。 

②前号の平均値がＡ種上限転換価額を上回るときは、当社がＡ種類株式全部の取得と引換えにＡ種類株主に交

付する普通株式の数は、Ａ種類株式の1株の払込金額相当額をＡ種上限転換価額で除して得られる数とする。

また、前号の平均値がＡ種下限転換価額を下回るときは、当社がＡ種類株式全部の取得と引換えにＡ種類株

主に交付する普通株式の数は、Ａ種類株式の1株の払込金額相当額をＡ種下限転換価額で除して得られる数と

する。 

③前2号における普通株式数の算出に当たって1株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数

の処理の規定に従い、これを取扱う。 

④第1号及び第2号にかかわらず、同各号により算出した取得と引換えに発行すべき普通株式数が、Ａ種転換請

求期間中に転換請求のなかったＡ種類株式の数の20倍を超える場合には、Ａ種転換請求期間中に転換請求の

なかったＡ種類株式の数の20倍に相当する数とみなす 。 

(7)株式の併合又は分割、募集新株の割当てを受ける権利等 

①当社は、Ａ種類株式について株式の併合又は分割は行わない。 

②当社は、Ａ種類株主には募集株式の割当て受ける権利の付与、株式無償割当て、募集新株予約権(新株予約権

付社債に付されるものを含む)の割当てを受ける権利の付与、新株予約権無償割当てを行わない。 

(8)期中転換又は一斉転換があった場合の取扱い 

Ａ種類株式の転換請求又は一斉転換により発行された普通株式に対する 初の剰余金の配当の額の計算につ

いては、転換請求又は一斉転換が4月1日から9月30日までになされたときは4月1日に、10月1日から翌年の3月31

日までになされたときは10月1日に、それぞれ転換があったものとみなす。 

(9)優先順位 

①Ａ種優先配当金及びＢ種優先配当金(Ｂ種類株式発行要領(14)①において定義される。)の配当順位は同順位

とする。 

②Ａ種優先残余財産分配金及びＢ種優先残余財産分配金(Ｂ種類株式発行要領(15)①において定義される。)の

支払順位は同順位とする。 

取得により発行   Ａ種類株主が転換請求のために    

すべき普通株式数 ＝ 提出したＡ種類株式の払込金額総額 ÷ 転換価額 



４．Ｂ種類株式の内容 

(1)優先株主配当金 

①優先配当金の額 

イ. Ｂ種類株式につき普通株式に優先して支払われる1株当たりの配当金(以下「Ｂ種優先配当金」という。)

の額は、2005年3月31日に終了する事業年度まで無配とする。 

2005年4月1日に開始する事業年度以降は、1株当たり、Ｂ種類株式の発行価額にそれぞれの事業年度ごとに

下記ロ.に定める年率(以下「Ｂ種配当年率」という。)を乗じて算出した額を支払う。但し、計算結果が50

円を超える場合は、Ｂ種優先配当金は50円とする。 

ロ. Ｂ種配当年率は、2005年4月1日以降、次回年率修正日の前日までの各事業年度について、下記算式によ

り計算される年率とする。 

 Ｂ種配当年率＝日本円ＴＩＢＯＲ(6か月物)＋1.75％ 

 Ｂ種配当年率は、％位未満小数第4位まで算出し、その小数第4位を四捨五入する。 

・年率修正日とは、2006年4月1日以降の毎年4月1日とする。 

・日本円ＴＩＢＯＲ(6か月物)とは、2005年4月1日又は各年率修正日(当日が銀行休業日の場合は直前営業 

日)及びその直後の10月1日(当日が銀行休業日の場合は直前営業日)の2時点(以下それぞれ「Ｂ種優先配当

決定基準日」という。)において、午前11時における日本円6か月物ＴＩＢＯＲとして全国銀行協会によっ

て公表される数値の平均値を指すものとする。Ｂ種優先配当決定基準日において日本円ＴＩＢＯＲ(6か月 

物)が公表されていない場合は、同日(当日がロンドンにおける銀行休業日の場合は直前営業日)ロンドン時

間午前11時におけるユーロ円ＬＩＢＯＲ6か月物(360日ベース)として英国銀行協会(ＢＢＡ)によって公表

される数値又はこれに準ずるものと認められるものを日本円ＴＩＢＯＲ(6か月物)に代えて用いるものとす

る。 

②優先中間配当金 

当社は、定款に定める基準日現在の株主に対し、剰余金の配当を行う場合において、Ｂ種類株式を有する株

主(以下「Ｂ種類株主」という。)及びＢ種類株式の登録株式質権者(以下「Ｂ種類登録株式質権者」とい

う。)に対しては剰余金の配当を行わない。 

③非累積条項 

ある事業年度においてＢ種類株主及びＢ種類登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の額がＢ種優先配

当金の額に達しないときは、その不足額は、翌事業年度以降に累積しない。 

④非参加条項 

Ｂ種類株主及びＢ種類登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金を超えて配当は行わない。但し、当社が 

行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第8号ロ若しくは同法第760条第7号ロに規定される剰余金の 

配当又は当社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第1項第8号ロに

規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。 

(2)残余財産の分配 

①当社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種類株主及びＢ種類登録株式質権者に対し、普通株主及び普通登録

株式質権者並びにＣ種類株主及びＣ種類登録株式質権者に先立ち、Ｂ種類株式1株につき500円(以下「Ｂ種優

先残余財産分配金」という。)を支払う。 

②Ｂ種類株主及びＢ種類登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先残余財産分配金のほか、残余財産の分配は行わ

ない。 

(3)議決権 

  Ｂ種類株主は株主総会において議決権を有しない。 



(4)金銭を対価とする取得請求権 

①Ｂ種類株主及びＢ種類登録株式質権者は、2008年から2024年までの毎年7月1日から7月31日まで、かつＡ種類

株式の普通株式の交付と引換えにする取得又は金銭を対価とする取得が全て完了した事業年度にかかる定時

株主総会終了後の期間(以下「Ｂ種償還請求可能期間」という。)において、当社の毎年6月末日現在における

会社法第461条第2項に規定する分配可能額と会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第64条の規

定による改正前の商法(明治32年法律第48号)第211条ノ3第3項に規定する取締役会決議による自己株式買受の

取得限度額と同等の計算方法により算定された金額のいずれもが30億円を超えている場合、当該各超過額の

いずれか低い金額の50％を限度として、Ｂ種類株式の全部又は一部の償還請求をすることができ、当社は、

Ｂ種償還請求可能期間満了の日から1か月以内に定款の定めに従い、当該請求を受けたＢ種類株式の取得と引

換えに金銭の交付手続きを行うものとする。 

②前号の限度額を超えてＢ種類株主及びＢ種類登録株式質権者からの償還請求があった場合、取得の順位は、

Ｂ種償還請求可能期間経過後において実施する抽選その他の方法により決定する。 

③当社は、Ｂ種類株主及びＢ種類登録株式質権者に対し、取得の対価として、払込金額相当額を支払うものと

する。 

(5)普通株式を対価とする取得請求権 

①転換条件及び転換請求期間 

Ｂ種類株主は、2014年4月1日以降でＡ種類株式の普通株式の交付と引換えにする取得又は金銭を対価とす

る取得が全て完了した日から2025年3月31日までの間(以下「Ｂ種転換請求期間」という。)、以下に定める条

件でＢ種類株式について、転換請求をすることができる。本項における「時価」とは、転換価額の算定の基

準となる日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通

取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位ま

で算出し、その小数第2位を四捨五入する。)とする。但し、当社の普通株式が転換価額の算定の基準となる

日に先立って株式会社東京証券取引所において上場廃止された場合には、当社の普通株式の上場廃止の日に

先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の

終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、そ

の小数第2位を四捨五入する。)をもって、当社の時価とみなす。 

イ. 当初転換価額 

当初転換価額は、Ｂ種類株式の発行日から60取引日が経過した日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の

株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終

値のない日を除いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。)とす

る。 

ロ. 転換価額の修正 

転換価額は、2015年4月1日以降2024年4月1日までの毎年4月1日(以下それぞれ「Ｂ種転換価額修正日」とい

う。)における時価に修正されるものとし、転換価額は当該Ｂ種転換価額修正日以降翌年のＢ種転換価額修

正日の前日(又はＢ種転換請求期間の終了日)までの間、当該時価に修正されるものとする。 

但し、当該時価が当初転換価額の50％(以下「Ｂ種下限転換価額」という。)を下回るときは、修正後転換

価額はＢ種下限転換価額とする。また、当該時価が当初転換価額の120％(以下「Ｂ種上限転換価額」とい

う。)を上回るときは、修正後転換価額はＢ種上限転換価額とする。また、転換価額が下記ハ.により調整

された場合には、Ｂ種上限転換価額及びＢ種下限転換価額についても同様の調整を行うものとする。 

ハ. 転換価額の調整 

 Ａ種類株式発行要領(19)①ハ．「転換価額の調整」の規定は、「Ａ種類株式」を「Ｂ種類株式」と読み替

えてＢ種類株式の転換価額の調整に準用する。 

ニ. 取得により発行する普通株式数 

 Ａ種類株式発行要領(19)①ニ．「取得により発行する普通株式数」の規定は、「Ａ種類株式」を「Ｂ種類

株式」と、「Ａ種類株主」を「Ｂ種類株主」とそれぞれ読み替えて普通株式の取得と引換えにする当社に

よるＢ種類株式の取得により発行する普通株式の総数に準用する。 



(6)一斉転換 

①当社は、2025年4月1日(以下本項において「Ｂ種一斉転換日」という。)をもって、Ｂ種類株式の株主に対

し、Ｂ種類株式1株の払込金額相当額をＢ種一斉転換日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京

証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除

いた平均値とする。円位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。以下「Ｂ種一斉転換価

額」という。)で除して得られる数の普通株式の交付と引換えに、Ｂ種類株式を取得する。但し、当社の普通

株式が株式会社東京証券取引所において上場廃止された後にＢ種一斉転換日が到来した場合には、当社の普

通株式の上場廃止の日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通

株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日を除いた平均値とする。円位未満小

数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。)をもって、当社のＢ種一斉転換価額とみなす。 

②前号の平均値がＢ種上限転換価額を上回るときは、当社がＢ種類株式全部の取得と引換えにＢ種類株主に交

付する普通株式の数は、Ｂ種類株式の1株の払込金額相当額をＢ種上限転換価額で除して得られる数とする。

また、前号の平均値がＢ種下限転換価額を下回るときは、当社がＢ種類株式全部の取得と引換えにＢ種類株

主に交付する普通株式の数は、Ｂ種類株式の1株の払込金額相当額をＢ種下限転換価額で除して得られる数と

する。 

③前2号における普通株式数の算出に当たって1株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める端数

の処理の規定に従い、これを取扱う。 

④第1号及び第2号にかかわらず、同各号により算出した取得と引換えに発行すべき普通株式数が、Ｂ種転換請

求期間中に転換請求のなかったＢ種類株式の数の20倍を超える場合には、Ｂ種転換請求期間中に転換請求の

なかったＢ種類株式の数の20倍に相当する数とみなす 。 

(7)株式の併合又は分割、募集新株の割当てを受ける権利等 

①当社は、Ｂ種類株式について株式の併合又は分割は行わない。 

②当社は、Ｂ種類株主には募集株式の割当てを受ける権利の付与、株式無償割当て、募集新株予約権(新株予約

権付社債に付されるものを含む)の割当てを受ける権利の付与、新株予約権無償割当てを行わない。 

(8)期中転換又は一斉転換があった場合の取扱い 

Ｂ種類株式の転換請求又は一斉転換により発行された普通株式に対する 初の剰余金の配当の額の計算につ

いては、転換請求又は一斉転換が4月1日から9月30日までになされたときは4月1日に、10月1日から翌年3月31日

までになされたときは10月1日に、それぞれ転換があったものとみなす。 

(9)優先順位 

①Ａ種優先配当金及びＢ種優先配当金の配当順位は同順位とする。 

②Ａ種優先残余財産分配金及びＢ種優先残余財産分配金の支払順位は同順位とする。 



(2）【新株予約権等の状況】 

     該当事項はない。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はない。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．発行済株式総数の減少は、普通株式10株を1株に併合したことによる減少であり、資本金の減少は欠損填補 

のための無償減資によるものである。また、資本準備金の減少は、欠損填補のための取崩高である。 

     ２．発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、第三者割当によるＡ種類株式、Ｂ種類株式及びＣ種類 

       株式の発行によるものである。 

      株式の種類              優先株式Ａ種類株式 

      割当先                株式会社三井住友銀行 

      発行株式数              30,000,000株 

      1株の発行価格             500円 

      1株の資本組入額            250円 

  

      株式の種類              優先株式Ｂ種類株式 

      割当先                株式会社三井住友銀行 

      発行株式数              30,000,000株            

      1株の発行価格             500円 

      1株の資本組入額            250円 

  

      株式の種類              後配株式Ｃ種類株式 

      割当先                株式会社産業再生機構 

      発行株式数              52,631,500株 

      1株の発行価格             380円 

      1株の資本組入額            190円 

     ３．発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、第三者割当によるＣ種類株式の発行によるものであ 

      る。 

      株式の種類              後配株式Ｃ種類株式 

      割当先                株式会社カネボウ化粧品  

      発行株式数              62,500,000株 

      1株の発行価格             320円 

      1株の資本組入額            160円 

    ４．過大資本の解消と欠損金の一掃のため、資本金を減額している。 

 ５．当社の親会社であるトリニティ・インベストメント株式会社より、同社が保有する全てのＣ種類株式 

   (115,131,500株)について、普通株式を対価とする取得請求権の行使によるＣ種類株式の普通株式への転換 

   請求がなされた。 

   これを受け、当社は平成18年10月30日付でＣ種類株式を取得し、対価としてトリニティ・インベストメン 

   ト株式会社に普通株式115,131,500株を発行した。なお、取得したＣ種類株式は、同日付で全株消却した。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

 発行済株式 

総数残高 

  （千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備
金 増減額 
（百万円） 

 資本準備金 

残高 

 （百万円） 

  平成16年10月1日 

 （注）1 
△461,552 51,283 △31,241 100 △14,518     － 

同上 

 （注）2 
112,631 163,915 24,999 25,099 24,999 24,999

  平成17年7月29日 

 （注）3 
62,500 226,415 10,000 35,099 10,000 34,999

  平成18年9月30日 

 （注）4 
    － 226,415 △34,999 100       － 34,999



(5）【所有者別状況】 

  ① 普通株式 

 （注）1．  自己株式1,529,956株は、「個人その他」に15,299単元、「単元未満株式の状況」に56株含めて記載して

いる。なお、自己株式1,529,956株は株主名簿記載上の株式数であり、平成19年3月31日現在の実保有高は、

1,528,856株である。 

     2.   上記「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ 

      19,444単元及び41株含まれている。 

  

  ② 優先株式Ａ種類株式 

  ③ 優先株式Ｂ種類株式 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 

株式の状況

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の 

法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） 1 29 82 514 44 172 90,193 91,035 － 

所有株式数（単元）     － 241 10,001 1,397,115 37,253 71 209,876 1,654,557 959,357 

所有株式数の割合(％) 0.00 0.01 0.60 83.96 2.24 0.01 13.18 100 － 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 

株式の状況

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の 

法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人）    －     －     － 1    －    －    － 1    － 

所有株式数（単元）    －    －    － 300,000    －    －    － 300,000    － 

所有株式数の割合（％）    －    －    － 100.00    －    －    － 100    － 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満 

株式の状況

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の 

法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人）    －    －    － 1    －    －    － 1    － 

所有株式数（単元）    －    －    － 300,000    －    －    － 300,000    － 

所有株式数の割合（％）    －    －    － 100.00    －    －    － 100    － 



(6）【大株主の状況】 

  ① 普通株式 

 (注)1.  上記の「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」については、小数第三位以下を切り捨てて表示してい

      る。 

     2.    前事業年度末では主要株主でなかったトリニティ・インベストメント株式会社は、当事業年度末現在では主

      要株主となっている。 

     3.   上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が1,944千株ある。 

   4.  上記のほか、当社名義の株式が1,529千株ある。 

   ② 優先株式Ａ種類株式 

  平成19年3月31日現在

氏名又は名称 住       所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

トリニティ・インベストメント 

株式会社 
東京都港区海岸３丁目２０－２０ 136,955 82.29 

フルサマスターグローバルイベン

トドリブンファンドエルピー 

(常任代理人 弁護士 清原 健) 

 C/O WALKERS,PO BOX 265GT,WALKER  

 HOUSE ,MARY STREET,GEORGE TOWN, 

 GRAND CAYMAN,CAYMAN ISLANDS,BWI 

 (東京都港区虎ノ門４－１－１７ 

  城山ＭＴビル 

 外国法共同事業・ジョーンズ・ディ 

  法律事務所内） 

1,453 0.87 

エイチエスビーシープライベート

バンクスイスエスエーナッソーブ

ランチクライアントプレッジドス

トックアカウント 

(常任代理人 香港上海銀行東京

支店) 

C/O HSBC INVESTMENT BANK ASIA  

LIMITED LEVEL 14,1 QUEEN'S ROAD  

CENTRAL HONG KONG 

 (東京都中央区日本橋３丁目１１－１) 

1,000 0.60 

シティバンクホンコンピービージ

ークライアントホンコン 

(常任代理人 シティバンク・ 

エヌ・エイ東京支店) 

45/F CITIBANK TOWER CITIBANK PLAZA, 

3,GARDEN ROAD,CENTRAL HONG KONG 

 (東京都品川区東品川２丁目３－１４) 

944 0.56 

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５－１ 900 0.54 

荻野 一彦 埼玉県加須市 238 0.14 

藺沼江 雅人  兵庫県神戸市東灘区 200 0.12 

橋本 豊 東京都千代田区 200 0.12 

田中 幸夫 神奈川県横浜市港南区 178 0.10 

井上 福蔵 広島県広島市中区 150 0.09 

計 － 142,219 85.46 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住       所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

トリニティ・インベストメント 

株式会社 
東京都港区海岸３丁目２０－２０ 30,000 100.00 

計 － 30,000 100.00 



  ③ 優先株式Ｂ種類株式 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１．「１ 株式等の状況」の「(１)株式の総数等」の「②発行済株式」の注記参照。 

２．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,944,400株含まれている。 

  また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数19,444個が含まれている。

３．完全議決権株式であり、権利内容になんら限定のない当社における標準となる株式である。 

  

②【自己株式等】 

 （注）１．この他、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式は1,100株(議決権11個)であ

る。なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の中に含まれている。 

    ２．「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」については、普通株式に係る発行済株式総数を分母として計

算している。 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はない。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住       所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

トリニティ・インベストメント 

株式会社 
東京都港区海岸３丁目２０－２０ 30,000 100.00 

計 － 30,000 100.00 

  平成19年3月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 
  優先株式 

60,000,000 

  

－ 

  

(注)1 

議決権制限株式(自己株式等) － －      － 

議決権制限株式(その他) － －      － 

完全議決権株式(自己株式等) 
普通株式(自己所有株式) 

1,528,800 
－      － 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

163,926,900 

  

1,639,269 

  

(注)2,3 

単元未満株式 
普通株式 

959,357 

  

－ 

1単元(100株)未満

の株式 

    (注)3 

発行済株式総数 226,415,057 －      － 

総株主の議決権 － 1,639,269      － 

  平成19年3月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

(自己保有株式) 

カネボウ㈱ 

  

東京都港区海岸 

3-20-20 

1,528,800 － 1,528,800 0.91 

計 － 1,528,800 － 1,528,800 0.91 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第6項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法 

         第155条第7号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

          該当事項はない。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

      該当事項はない。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 (注)  当期間における取得自己株式には、平成19年6月15日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

     による株式は含まれていない。 

  

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 (注)  当期間における取得自己株式には、平成19年6月15日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

     による株式は含まれていない。 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

 当事業年度における取得自己株式 1,201,903 194,708,286

 当期間における取得自己株式 3,286 532,332

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

(単元未満株式の売渡請求による売渡) 
283 45,846 128 20,736

保有自己株式数 1,528,856 － 1,532,014 － 



【株式の種類等】 会社法第155条第4号に該当する後配株式Ｃ種類株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

          該当事項はない。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

      該当事項はない。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

３【配当政策】 

 剰余金の配当などについては、当社の財務状況、今後の当社事業の見通しその他の事情を総合的に勘案し、適切に

決定していきたいと考えております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．東京証券取引所市場第一部における株価である。 

        ２．平成16年10月1日付で当社普通株式10株を1株に併合する株式併合を実施している。なお*印は株式併合後の

          株価である。 

    ３．平成17年6月13日付で東京証券取引所第一部、及び大阪証券取引所第一部において上場廃止となったため、

第89期の株価は上場廃止以前の株価に基いて記載している。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

      平成17年6月13日付で東京証券取引所第一部、及び大阪証券取引所第一部において上場廃止となったため、 

     該当事項はない。 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

 当事業年度における取得自己株式 115,131,500 － 

 当期間における取得自己株式 － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 115,131,500 － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

(単元未満株式の売渡請求による売渡) 
－ － － － 

保有自己株式数 － － － － 

回次 第86期 第87期 第88期 第89期 第90期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 244 166 
197 

 *1,710 

  

 1,510 

  

  －   

最低（円） 98 96 
75 

 *927 

  

 277 

  

－  



５【役員の状況】 

（１）取締役の状況 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 

（千株）

取締役 － 中嶋 章義 昭和25年４月27日生

昭和49年４月 当社入社 

平成15年４月 当社化粧品百貨店営業推進室長 

兼カネボウ化粧品百貨店販売㈱ 

代表取締役常務総支配人 

平成16年３月 当社代表取締役社長  

平成16年６月 当社取締役兼代表執行役社長 

平成16年11月 当社取締役兼代表執行役会長 

平成18年５月 カネボウ・トリニティ・ホールディングス

㈱代表取締役兼会長執行役員(現任) 

カネボウホームプロダクツ㈱代表取締役 

カネボウ製薬㈱代表取締役(現任) 

カネボウフーズ㈱代表取締役 

平成19年６月 当社取締役兼代表執行役会長兼社長(現任) 

クラシエホームプロダクツ㈱代表取締役

(現任) 

クラシエフーズ㈱代表取締役(現任) 

(注)2  － 

取締役  －  小森 哲郎 昭和33年12月１日生

昭和59年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社 

平成５年12月 同社プリンシパル(パートナー) 

平成14年４月 ユニゾン・メディア・パートナーズ㈱ 

取締役 

平成14年６月 ㈱アスキー代表取締役社長 

平成14年11月 ㈱メディアリーヴス代表取締役 

平成15年11月 ㈱メディアリーヴス代表取締役会長 

平成16年６月 ㈱巴川製紙所監査役(非常勤) 

ユニゾン・キャピタル㈱ 

マネジメントアドバイザー 

平成17年６月 ㈱巴川製紙所取締役(社外)(現任) 

平成17年12月 トリニティ・インベストメント㈱ 

代表取締役 

平成18年１月 当社代表執行役社長 

平成18年２月 当社取締役兼代表執行役社長ＣＥＯ 

平成18年５月 カネボウ・トリニティ・ホールディングス

㈱代表取締役ＣＥＯ兼社長執行役員(現任) 

カネボウホームプロダクツ㈱代表取締役 

カネボウ製薬㈱代表取締役(現任) 

カネボウフーズ㈱代表取締役 

平成19年６月 当社取締役（現任） 

クラシエホームプロダクツ㈱代表取締役

(現任) 

クラシエフーズ㈱代表取締役(現任） 

(注)2  － 

 



   (注）１．当社は委員会設置会社である。 

    ２．取締役の任期は、選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結のとき

までとする。 

３．取締役のうち竹井友二、林 竜也は会社法第2条第15号に定める社外取締役である。 

    ４．当社の委員会体制については、次のとおりである。 

      指名委員会 委員長 竹井 友二  

            委員  林 竜也、中嶋 章義 

      報酬委員会 委員長 小森 哲郎 

            委員  林 竜也、竹井 友二 

      監査委員会 委員長 林 竜也 

            委員  竹井 友二、小森 哲郎 

        ５．平成19年6月28日開催の定時株主総会において選任された取締役は、会社法第477条第5項及び同第478条第1 

      項に従い、当社の解散により移行する清算株式会社の清算人または監査人となる予定である。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 

（千株）

取締役  － 竹井 友二 昭和39年６月30日生

昭和63年４月 ㈱日本長期信用銀行 入行 

平成14年10月 ㈱アドバンテッジパートナーズ(現アドバ

ンテッジパートナーズ有限責任事業組合) 

入社 

平成16年12月 同社パートナー 

平成18年２月 当社取締役(社外)(現任) 

平成18年５月 カネボウ・トリニティ・ホールディングス

㈱取締役(社外)(現任) 

トリニティ・インベストメント㈱取締役 

(現任) 

カネボウホームプロダクツ㈱取締役 

（社外) 

カネボウ製薬㈱取締役(社外)(現任) 

カネボウフーズ㈱取締役(社外) 

平成18年９月 アドバンテッジパートナーズ有限責任事業

組合シニアパートナー（現任）  

平成19年６月 クラシエホームプロダクツ㈱取締役(社外) 

(現任) 

クラシエフーズ㈱取締役(社外)(現任)  

(注)2  －

取締役  － 林 竜也 昭和44年１月１日生 

平成３年４月 ゴールドマン・サックス証券会社 入社 

平成10年12月 ユニゾン・キャピタル㈱取締役(現任) 

平成18年２月 当社取締役(社外)(現任) 

平成18年５月 カネボウ・トリニティ・ホールディングス

㈱取締役(社外)(現任) 

トリニティ・インベストメント㈱取締役 

(現任) 

カネボウホームプロダクツ㈱取締役(社外) 

カネボウ製薬㈱取締役(社外)(現任) 

カネボウフーズ㈱取締役(社外) 

平成19年６月 クラシエホームプロダクツ㈱取締役(社外) 

(現任) 

クラシエフーズ㈱取締役(社外)(現任)  

(注)2  －

        計   － 



（２）執行役の状況 

   (注）執行役の任期は、選任後1年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結後に招集さ

    れる取締役会の終結の時までとする。 

６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

以下の項目の一部については、連結会社の状況を記載している。 

 （1）コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方 

    当社グループは、激変する事業環境における企業競争力の強化と、社会からより一層の信頼を得る透明性を向上

   させた企業に変革させ、企業価値の向上と当社グループを取り巻く、「顧客」「取引先」「株主」「社員」「地域

   社会」というステークホルダーすべてに利益をもたらす経営を目指して、取り組みを進めている。 

  

（2）コーポレート・ガバナンス体制 

 当社は、経営の透明性及び公平性の向上、経営における監督機能の強化と業務執行権限の拡大と機動性の向上を

実現させるために、平成16年6月より委員会等設置会社に移行し、コーポレート・ガバナンスの充実・強化を図っ

ている。この経営体制の変更に伴い、取締役の任期は就任後１年以内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結

までに変更されている。 

     当社の取締役会は社内取締役2名、社外取締役2名で構成され、毎月原則として1回開催し、経営の監督を行って 

   いる。また、指名・監査各委員会の委員長は社外取締役がつとめている。監査委員会の職務については、「事業 

   監査室」スタッフがサポートしている。また、執行役を選任の上、執行役にて構成する「経営会議」にて、取締役

   から執行役に委任された意思決定事項につき協議を行うことで、業務執行における意思決定の迅速化と責任体制の

   明確化を図っている。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 

（千株）

代表執行役 

会長兼社長 
 － 中嶋 章義 

（1）取締役の状況 

参照 
同 左  (注)  同 左 

執行役  － 豊福 信也 昭和23年７月９日生

昭和46年４月 当社入社 防府合繊工場見習 

平成５年８月 当社財務・経理本部経理部長 

平成７年７月 当社新素材業務部長 

平成12年１月 カネボウ繊維㈱取締役 統括室長 

平成14年６月 興洋染織㈱専務取締役 総務室長 

平成16年１月 ケーエスコーヨー㈱専務取締役 

平成16年６月 当社執行役 事業推進室長 

兼財務・経理室長  

平成17年４月 当社執行役退任 事業監査室長 

兼事業再編室長補佐 

平成18年２月 当社執行役常務 

平成18年５月 当社執行役(現任) 

カネボウ・トリニティ・ホールディング

ス㈱常務執行役員(現任) 

 (注)  － 

執行役  － 鬼頭 政男 昭和22年２月27日生

昭和45年４月 当社入社 新町工場見習 

昭和60年５月 当社人事部課長 

平成３年10月 カネボウ不動産㈱総務部部長 

平成７年９月 当社防府合繊工場総務部長 

平成９年９月 当社総務部長 

平成15年６月 当社総務・広報室長 

平成18年４月 当社再編企画室長兼総務・人事室長補佐 

平成18年５月 当社執行役(現任) 

 (注)  － 

        計   － 



（3）コンプライアンス重視と危機対応力の強化 

 当社は、コンプライアンス、危機管理が重要な課題と位置づけ、平成15年3月に「コンプライアンス委員会」

「危機管理委員会」を設置し、社内のコンプライアンス意識の向上と危機対応体制の構築に取り組んできた。平成

16年6月の委員会等設置会社への移行に伴い、監査委員会のもとに事業監査室を設置したほか、同年12月に内部監

査規則を制定し、コンプライアンス、会計監査、危機管理などの観点から執行に対する業務監査を実施している。

また、平成17年4月1日より内部通報制度を導入するとともに、コンプライアンス体制・内部統制システムの再構築

に向け取り組んでいる。 

当社の業務執行・内部統制システムの仕組みの模式図は、以下のとおりである。 



（4）役員報酬の内容 

 当社の役員に対する報酬の内容は、次のとおりである。 

    取締役に支払った報酬  2名   5百万円 （うち、社外取締役 0百万円） 

    執行役に支払った報酬  8名  21百万円 

        計      10名  26百万円 

   （注）１．当社において取締役及び執行役の報酬は、取締役3名で構成する報酬委員会にて決定している。 

           なお、報酬に関する基本方針、報酬標準は以下のとおりである。 

          ①報酬に関する基本方針 

                      取締役及び執行役の報酬決定の基本方針は、新スポンサーの下で事業価値の向上をめざ

           す当社の現況に鑑み、次のとおりとする。 

           ・経営環境並びに社会的水準を考慮した報酬 

           ・株主からみて客観性、透明性のある報酬 

           ・事業実績・個別実績を反映させた報酬 

          ②報酬基準   

            個人別報酬決定の基準は次のとおりとする。 

             役位別固定報酬＋業績変動報酬を基準として、個人別報酬を決定する。 

           ・固定報酬 

             当社の経営環境、同規模他社状況並びに役位・職務を考慮した固定報酬額を決定 

             する。 

           ・変動報酬 

             役位別変動報酬額を決定し、各年度の事業実績の状況に応じて、変動報酬額を決定 

             する。         

      ２．上記の支払以外に、使用人兼務執行役の使用人給与相当額2百万円がある。 

      ３．上記報酬は会社法第361条第1項第1号及び会社法第409条第3項第1号の規定に該当するもので 

        ある。         

（5）監査報酬の内容 

 公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬（第90期）   50百万円 

 上記以外の業務に基づく報酬はない。 

（6）内部監査及び監査委員会監査の状況 

 当社は、監査委員会の直轄組織として事業監査室が設置されており、そのうち4名が内部監査を担当し、経営諸

活動の適切性・有効性を総合的・客観的に評価するともに、改善の提言からフォローアップを実施している。 

 また、当社の監査委員は3名であり、監査委員会にて会計監査人による監査計画の説明及び監査結果の報告を受

ける等して緊密な連携をとることにより、会計監査の実効性の確保を図っている。 

（7）会社と会社の社外取締役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

 社外取締役2名と当社との間に人的関係・取引関係・その他の利害関係はない。 

（8）会計監査の状況 

 当社の会計監査人であった監査法人トーマツは、平成19年3月26日付にて辞任したので、会社法第346条第4項及

び第7項に基づき、平成19年4月25日開催の監査委員会の決議により一時会計監査人の職務をおこなうべき者とし

て、霞が関監査法人を選任した。    

 また、同監査法人を平成19年6月28日開催の定時株主総会において会計監査人に選任した。 



（9）その他 

①責任限定契約 

当社は、社外取締役全員と会社法第427条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠

償の限度額は法令が規定する最低責任限度額か、10百万円のいずれか高い額と取り決めている。 

②取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めている。 

③取締役の選任決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めている。 

④剰余金の配当等の決定機関 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第1項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除き、

株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨を定款に定めている。 

⑤株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨を定款に定めている。 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規

則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、当連結会計年度（平

成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」とい

う。）に基づいて作成している。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（平成18年４月

１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）及び前事業年度（平成

17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表については監査法人トーマツにより監査を受け、また、当連結会計

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び

財務諸表については霞が関監査法人の監査を受けている。 

 なお、当社の会計監査人は次のとおり交代している。 

  前連結会計年度及び前事業年度 監査法人トーマツ 

  当連結会計年度及び当事業年度 霞が関監査法人 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金 ※２   14,807     5,882  

２．受取手形及び売掛金     19,175     1,971  

３．たな卸資産     7,116     24  

４．前払費用     339     5  

５．繰延税金資産     8,119     －  

６．短期貸付金     319     －  

７．未収入金     1,783     604  

８．その他     363     69  

貸倒引当金     △2,928     △1,824  

流動資産合計     49,097 59.9   6,732 11.6 

Ⅱ 固定資産              

(1）有形固定資産              

１．建物及び構築物 ※２ 14,965     3,292    

減価償却累計額   8,562 6,403   1,957 1,335  

２．機械装置及び運搬具 ※２ 13,648     550    

減価償却累計額   11,403 2,245   550 0  

３．器具及び備品 ※２ 3,097     328    

減価償却累計額   1,846 1,251   15 312  

４．土地 ※２   14,255     4,202  

５．建設仮勘定     45     0  

有形固定資産合計     24,201 29.5   5,851 10.1 

(2）無形固定資産              

その他     664     3  

無形固定資産合計     664 0.8   3 0.0 

(3）投資その他の資産              

１．投資有価証券 ※１   2,048     867  

２．長期貸付金     51     42,546  

３．長期前払費用     20     0  

４．繰延税金資産     958     2  

５．長期未収入金     2,541     1,904  

６．その他 ※１   6,117     2,605  

貸倒引当金     △3,713     △2,524  

投資その他の資産合計     8,026 9.8   45,401 78.3 

固定資産合計     32,892 40.1   51,256 88.4 

資産合計     81,989 100.0   57,989 100.0 

          

 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

               

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形及び買掛金 ※３   15,312     54  

２．短期借入金     5,349     －  

３．未払金     1,045     71  

４．未払法人税等     83     11  

５．未払消費税等     1,034     1,613  

６．未払費用     5,673     199  

７．賞与引当金     726     13  

８．返品調整引当金     888     －  

９．構造改善費用引当金     6,791     1,905  

10．営業外支払手形 ※３   2,401     610  

11．その他     1,452     86  

流動負債合計     40,760 49.7   4,567 7.9 

Ⅱ 固定負債              

１．退職給付引当金     2,903     228  

２．繰延税金負債     37     －  

３．その他 ※２   484     24  

固定負債合計     3,425 4.2   253 0.4 

負債合計     44,185 53.9   4,821 8.3 

         

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※４   35,099 42.8   － － 

Ⅱ 資本剰余金     34,999 42.7   － － 

Ⅲ 利益剰余金     △32,095 △39.1   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     143 0.1   － － 

Ⅴ 自己株式 ※５   △344 △0.4   － － 

資本合計     37,804 46.1   － － 

負債、少数株主持分及び資本合
計     81,989 100.0   － － 

         

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   100 0.2 

２．資本剰余金     － －   40,296 69.5 

３．利益剰余金     － －   13,310 23.0 

４．自己株式     － －   △538 △1.0 

株主資本合計     － －   53,168 91.7 

純資産合計     － －   53,168 91.7 

負債純資産合計     － －   57,989 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
比率
（％） 

金額（百万円） 
比率
（％） 

Ⅰ 売上高     139,422 100.0   6,816 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２   83,174 59.7   3,529 51.8 

売上総利益     56,248 40.3   3,287 48.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2   56,309 40.3   4,750 69.7 

営業損失     61 0.0   1,462 △21.5 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   164     438    

２．受取配当金   76     8    

３．為替差益   943     －    

４．債務保証料   －     180    

５．賃貸料   －     132    

６．その他   577 1,761 1.3 239 998 14.6 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   1,221     10    

２．持分法による投資損失   12     －    

３．退職給付引当金会計基準 
変更時差異費用処理額   757     42    

４．遊休資産管理費用   －     200    

５．訴訟関係費用   －     251    

６．その他   3,792 5,783 4.2 603 1,107 16.2 

経常損失     4,083 △2.9   1,571 △23.1 

Ⅵ 特別利益              

１．コーポレート商標譲渡益   12,500     －    

２．固定資産売却益 ※３ 4,203     2,599    

３．投資有価証券売却益   1,891     6    

４．出資金売却益   －     50    

５．貸倒引当金戻入益   1,867     242    

６．構造改善費用引当金戻入益   13,454     1,136    

７．厚生年金基金解散益   969     －    

８．営業譲渡益 ※４ －     24,016    

９．その他   1,379 36,266 26.0 864 28,917 424.2 

Ⅶ 特別損失              

１．営業譲渡損 ※５ 2,775     －    

２．固定資産処分損 ※６ 2,320     152    

３．減損損失 ※７ 19,067     885    

４．投資有価証券売却損   93     －    

５．投資有価証券評価損   －     140    

６．関係会社株式等売却損   3,753     －    

７．出資金評価損   375     399    

８．貸倒引当金繰入額   2,967     197    

９．子会社清算損   －     235    

10．特別退職金   704     116    

11．構造改善費用 ※８ 13,888 45,946 33.0 963 3,091 45.3 

税金等調整前当期純利益又は 
税金等調整前当期純損失（△）     △13,763 △9.9   24,254 355.8 

 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
比率

（％） 
金額（百万円） 

比率
（％） 

法人税、住民税及び事業税   212     14    

過年度法人税等   △3,201     △600    

法人税等調整額   △8,538 △11,527 △8.3 9,138 8,551 125.5 

少数株主利益     0 0.0   － － 

当期純利益又は 
当期純損失（△）     △2,236 △1.6   15,702 230.3 

         



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年9月30日に過大資本の解消と欠損金一掃のため、資本の減少を行なった。 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高     24,999 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

増資による新株の発行   10,000 10,000 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     34,999 

       

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △29,857 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．土地再評価差額金取崩に伴う
増加高   811 811 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．当期純損失   2,236  

２．連結子会社減少に伴う減少高   478  

３．持分法適用会社減少に伴う 
減少高   334  

４．自己株式処分差損   0 3,049 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     △32,095 

      

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

35,099 34,999 △32,095 △344 37,660 143 143 37,804 

連結会計年度中の変動額                

資本金の額の減少（注） △34,999 5,296 29,703   －     － 

当期純利益     15,702   15,702     15,702 

自己株式の取得       △194 △194     △194 

自己株式の処分   △0   0 0     0 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額） 

          △143 △143 △143 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△34,999 5,296 45,406 △194 15,508 △143 △143 15,364 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

100 40,296 13,310 △538 53,168 － － 53,168 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前当期純利益又は 
税金等調整前当期純損失（△）   △13,763 24,254 

減価償却費   2,418 262 

減損損失   19,067 885 

貸倒引当金の増加額 
（△は減少額）   515 △633 

賞与引当金の減少額   △9 △145 

退職給付引当金の増加額 
（△は減少額）   △4,745 100 

その他引当金の減少額   △7,475 △3,464 

受取利息及び配当金   △240 △446 

支払利息   1,221 10 

為替差益   △844 － 

持分法による投資損失（△は利益）   12 △3 

投資有価証券売却損   93 － 

投資有価証券売却益   △1,891 △6 

投資有価証券評価損   － 140 

関係会社株式等売却損   3,753 － 

出資金売却益   － △50 

出資金評価損   375 399 

固定資産売却益   △4,203 △2,599 

固定資産処分損   2,320 152 

構造改善費用   1 － 

営業譲渡損（△は譲渡益）   2,775 △24,016 

厚生年金基金解散益   △969 － 

コーポレート商標譲渡益   △12,500 － 

売上債権の減少額   12,954 4,191 

たな卸資産の減少額   3,638 51 

その他営業資産の減少額 
（△は増加額）   51 △3,130 

仕入債務の減少額   △9,972 △6,780 

その他営業負債の増加額 
（△は減少額）   △7,352 3,809 

未払消費税等の増加額 
（△は減少額）   △18,749 851 

その他   △5,760 267 

小計   △39,279 △5,900 

利息及び配当金の受取額   270 34 

利息の支払額   △1,336 △28 

法人税等の支払額   △572 △54 

法人税等の還付額   386 292 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △40,531 △5,655 

 



（継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況） 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の預入による支出   － △8,612 

定期預金の払戻による収入   1,382 4,699 

固定資産取得による支出   △2,619 △274 

固定資産売却に係る収入   24,169 1,439 

投資有価証券の取得による支出   △1,518 △0 

投資有価証券の売却による収入   2,799 60 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式等の売
却による収入   10,527 － 

貸付による支出   △14 － 

貸付金の回収による収入   506 9 

その他の投資に係る支出   △1,038 △155 

その他の投資の回収による収入   1,407 516 

営業譲渡による収入   10,640 1,362 

営業譲渡に伴う支出   － △2,337 

投資活動によるキャッシュ・フロー   46,241 △3,291 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純増減額   33,257 △3,695 

長期借入金の返済による支出   △51,736 － 

株式の発行による収入   20,000 － 

自己株式の売却収入   0 0 

自己株式の取得支出   △33 △194 

その他   △95 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,393 △3,890 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   148 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   7,251 △12,838 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   7,456 14,708 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 14,708 1,870 

       

前連結会計年度末 

(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 

(平成19年３月31日) 

 当社グループは、重要な後発事象に記載のとおり、平成18年5月1

日付で中核事業であるホームプロダクツ事業、薬品事業及び食品事

業の営業譲渡並びに株式譲渡を行ったことから、当該事業の譲渡後

においては、収益の核となる事業が存在しない状況にあります。 

 当該状況により、当連結会計年度末日において継続企業の前提に

重要な疑義が存在しております。 

 当社グループに残存する事業は、当社子会社で事業運営を行って

いる食品事業の一部、保有不動産の賃貸業他となりますが、今後も

経営の効率化を進める一方で、事業譲渡又は撤収の検討を行うこと

を予定しております。 

 従いまして、連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されて

おり、このような重要な疑義の影響を反映しておりません。 

 当社グループは、平成18年5月1日付で中核事業であるホームプロ

ダクツ事業、薬品事業及び食品事業の営業譲渡並びに株式譲渡を行

った後、その他事業の運営とその効率化及び撤収事業の清算などの

業務を行ってまいりましたが、約1年を経てこれらの業務の目処がつ

いた現状に鑑み、当社は平成19年4月26日開催の取締役会において、

平成19年6月28日開催の定時株主総会に解散議案を上程することを決

議いたしました。 

 当該状況により、当連結会計年度末日において継続企業の前提に

重要な疑義が存在しております。 

 連結財務諸表は、長期貸付金等の重要な資産及び負債に関して

は、清算を仮定した処分価額で評価する会計方針を採用しておりま

す。 

 尚、（重要な後発事象）に記載の通り、上記定時株主総会におい

て、平成19年6月30日をもって当社を解散することを決議しておりま

す。 



（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数13社 

 主要な連結子会社は「第１企業の概況 ４．関係会社の状

況」に記載しているため、省略した。 

 （連結子会社の異動） 

 ①会社を清算したことによる減少4社 

カネボウ化成㈱ 

カネボウベルタッチ㈱ 

カネボウ化粧品南関東販売㈱ 

カネボウマレーシアスピニングミルズ.SDN.BHD. 

 ②営業譲渡及び株式を売却したことによる減少13社 

カネボウ繊維㈱ 

カネボウブラジルS.A. 

カネボウストッキング㈱ 

KBインテックス㈱ 

㈱ショップエンドショップス 

㈱エルビー（名古屋） 

㈱エルビー（埼玉） 

カネボウレインボーハット㈱ 

カネボウビジョンシステム㈱ 

カネボウ菊池電子㈱ 

カネボウ不動産㈱ 

カネボウホリデイ㈱ 

カネボウ物流㈱ 

(1）連結子会社の数4社 

 主要な連結子会社は「第１企業の概況 ４．関係会社の状

況」に記載しているため、省略した。 

 （連結子会社の異動） 

 ①会社を清算したことによる減少3社 

ケーエスコーヨー㈱ 

カネボウ・サンディジェーム㈱ 

㈱アンドモア 

  

 ②営業譲渡及び株式を売却したことによる減少6社 

クラシエホームプロダクツ販売㈱ 

東京レーヌ㈱ 

カネボウ薬品㈱ 

㈱カネボウIKSM研究所 

クラシエフーズ㈱ 

クラシエフーズ販売㈱ 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社は、コリス㈱である。 

(2）非連結子会社の名称等 

 非連結子会社は、コリス㈱である。 

(3）非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見合う額）等

は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

連結の範囲から除外した。 

(3）非連結子会社は、一時所有のため連結の範囲から除外した。 

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用の非連結子会社はない。 

 （持分法適用非連結子会社の異動） 

 ①会社を清算したことによる減少４社 

カネボウ防府殖産㈱ 

カミンPTY.LTD. 

ラクランインダストリーズPTY.LTD. 

カネボウU.S.A.INC. 

(1）        ―――――――――― 

(2）持分法適用の関連会社数１社 

 カネボウ石鹸製造㈱である。 

 （持分法適用関連会社の異動） 

 ①株式売却による減少１社 

㈱ブレイニーワークス 

(2）持分法適用の関連会社はない。 

  

 （持分法適用関連会社の異動） 

 ①営業譲渡に伴う減少１社 

セキセイT&C㈱（平成19年6月1日付でカネボウ石鹸製造㈱から

商号変更） 

(3）持分法非適用会社について持分法適用の範囲から除いた理由 

 持分法を適用していない非連結子会社（コリス㈱他）及び関

連会社（ベルエイシー他）は、それぞれ連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲から除外した。 

(3）持分法非適用会社について持分法適用の範囲から除いた理由 

 持分法を適用していない関連会社は、連結純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が

ないため、持分法の適用範囲から除外した。 

 



前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 ３．         ―――――――――― 

 連結子会社のうち、㈱アンドモア（決算日は12月31日）は３月

31日をもって正規の決算に準ずる仮決算を行っている。 

 連結子会社のうち、カネボウマレーシアスピニングミルズSDN.B

HD.の決算日は12月31日であり、連結財務諸表の作成にあたっては

同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日までに生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っている。 

 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券  …①満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

有価証券  …①         ―――――――――― 

②子会社株式及び関連会社株式 

（持分法適用会社を除く） 

総平均法による原価法 

②子会社株式 

総平均法による原価法 

③その他有価証券 

Ａ．時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は主として総平均法に

より算定している。） 

Ｂ．時価のないもの 

 主として総平均法による原価法 

③その他有価証券 

Ａ．    ―――――――――― 

  

  

  

  

Ｂ．時価のないもの 

同 左 

   
デリバティブ…時価法 デリバティブ…         ―――――――――― 

たな卸資産 …主として総平均法による原価法によってい

る。 

たな卸資産 …    同 左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産…主として定率法を採用しているが、繊維事業

（ファッション部門を除く）、及び食品事業

については定額法を採用している。但し平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法を採用してい

る。また、在外連結子会社については主とし

て定額法を採用している。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ４～15年 

器具及び備品    ３～15年 

有形固定資産…主として定率法を採用しているが、食品事業

については定額法を採用している。但し平成

10年４月１日以降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については定額法を採用してい

る。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物   ３～50年 

器具及び備品    ３～15年 

無形固定資産…定額法によっている。なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内における利用可能期間

（5年）に基づく定額法を採用している。 

無形固定資産…    同 左 

(3）重要な繰延資産の処理方法 (3）重要な繰延資産の処理方法 

新株発行費 …当社は支出時に全額費用として処理する方法

を採用している。 

―――――――――― 

(4）重要な引当金の計上基準 (4）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 …債権の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上している。 

貸倒引当金 …    同 左 

賞与引当金 …従業員に対して支給する賞与の支出に充てる

ため、将来の支給見込額に基づき当連結会計

期間負担額を計上している。 

賞与引当金 …    同 左 

 



前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

返品調整引当金…当連結会計年度末日後の返品損失に備える

ため、当連結会計年度の売上高（一部の事

業部・連結子会社については当連結会計年

度末の売上債権）に対して返品率を乗じる

とともに再販実績等を勘案し、今後発生が

見込まれる損失額を計上している。 

―――――――――― 

構造改善費用引当金…事業の抜本的な構造改善に伴う損失に備

えるため、今後見込まれる事業撤収等に

係る費用の見積額を計上している。 

構造改善費用引当金…             同 左 

退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上している。なお、会計基

準変更時差異については15年による按分額を

費用処理している。 

また、数理計算上の差異については発生時の

従業員の平均残存勤務期間（10～14年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することとして

いる。 

当社グループは、事業再構築による従業員の

転籍・退職に伴い、当該従業員見合いの会計

基準変更時差異(1,077百万円)及び数理計算

上の差異(1,404百万円)を一括して費用処理

している。なお、当該費用処理額は構造改善

費用に含めて表示している。 

<厚生年金基金の解散> 

当社及び連結子会社が加入しているカネボウ

厚生年金基金が平成18年2月22日付で厚生労

働省より解散の認可を受け、同日をもって解

散すると同時に厚生年金基金給付の一部を退

職一時金制度に移したため、「退職給付制度

間の移行等に関する会計処理」（企業会計基

準適用指針第1号）を適用した。これによ

り、同厚生年金基金に係る退職給付引当金を

取崩し、厚生年金基金解散益969百万円を計

上している。 

退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上している。 

会計基準変更時差異については従来15年償却

を実施していたが、事業再構築による大量の

転籍・退職に伴い、当該従業員見合い額

（1,285百万円）を費用処理、残額（383百万

円）を一括償却している。数理計算上の差異

についても、当該従業員見合い額（825百万

円）の費用処理を実施した。 

当該費用処理額1,857百万円は営業譲渡関連

費用、635百万円は構造改善費用に含めて表

示している。また、当社グループは従来、原

則法によって算定した退職給付債務及び年金

資産の額に基づき退職給付引当金を計上して

いたが、上記事業再編による従業員数の大幅

な減少等により、高い信頼性をもって数理計

算上の見積を実施することが困難となったこ

とから、当連結会計年度より簡便法によって

退職給付引当金を計上する計算方法に変更し

た。 

(5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 (5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理している。なお、在外子会社等

の収益及び費用は、当該会社の決算日の直物為替相場により円

貨に換算している。 

同 左 

(6）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっている。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同 左 

   
(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

り、控除対象外消費税及び地方消費税は、当期の費用として

処理している。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同 左 

 



（会計処理の変更） 

（表示方法の変更） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法

を採用している。 

同 左 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 ６．         ―――――――――― 

 連結剰余金計算書は連結会社の利益処分について連結会計年度

中に確定した利益処分に基づいて作成されている。 

 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 ７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 

同 左 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

        ―――――――――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日）および「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会

計基準適用指針第8号 平成17年12月9日）を適用している。これま

での資本の部の合計に相当する金額は、53,168百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成している。 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表関係） 

 前連結会計年度において「支払手形及び買掛金」に含めていた

「営業外支払手形」は、負債、少数株主持分及び資本合計の100分の

1以上になったため、当連結会計年度から区分掲記することとした。

なお、前連結会計年度末の「営業外支払手形」の金額は1,453百万円

である。 

（連結損益計算書関係） 

 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めて表示し

ていた「為替差益」は営業外収益の100分の10以上になったため、当

連結会計年度から区分掲記することとした。なお、前連結会計年度

末の「為替差益」の金額は192百万円である。 

（連結損益計算書関係） 

 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めて表示し

ていた「債務保証料」は営業外収益の100分の10を超えたため、当連

結会計年度から区分掲記することとした。なお、前連結会計年度に

おける当該金額は36百万円である。 

 前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めて表示し

ていた「賃貸料」は営業外収益の100分の10を超えたため、当連結会

計年度から区分掲記することとした。なお、前連結会計年度におけ

る当該金額は76百万円である。 

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示し

ていた「遊休資産管理費用」は営業外費用の100分の10を超えたた

め、当連結会計年度から区分掲記することとした。なお、前連結会

計年度における当該金額は40百万円である。  

 前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示し

ていた「訴訟関係費用」は営業外費用の100分の10を超えたため、当

連結会計年度から区分掲記することとした。なお、前連結会計年度

における当該金額は58百万円である。   



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりである。 ※１．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりである。 

    (百万円)

投資有価証券（株式） 932 

投資その他の資産その他（出資金） 500 

    (百万円)

投資有価証券（株式） 713 

※２．担保資産及び担保付債務 ※２．          ―――――――――― 

財団抵当に供している資産  

    (百万円)

建物及び構築物 3,107 

機械装置及び運搬具 2,048 

器具及び備品 164 

土地 5,830 

計 11,151 

 

その他の担保に供している資産  

 上記は、カネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱（平

成18年4月12日付でトリニティ・パートナーズ㈱から商号変

更）の長期借入金及び未払利息35,166百万円の担保（有形固

定資産は、極度額25,000百万円の工場財団抵当権・根抵当権

を設定している）に供している。 

    (百万円)

預金 0 

建物及び構築物 1,495 

土地 4,918 

計 6,413 

 

※３．          ―――――――――― ※３．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決

済処理している。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日

であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれてい

る。 

    (百万円)

支払手形 1 

営業外支払手形 224 

※４．当社の発行済株式総数は以下のとおりである。 

 普通株式 51,283,557株 

 優先株式Ａ種類株式 30,000,000株 

 優先株式Ｂ種類株式 30,000,000株 

 後配株式Ｃ種類株式 115,131,500株 

※４．          ―――――――――― 

※５．当社が保有する自己株式の数は、普通株式327,236株である。 ※５．          ―――――――――― 

  

 ６．保証債務  ６．保証債務 

連結会社以外の借入金等に対する保証である。 連結会社以外の借入金等に対する保証である。 

(1）関係会社 (1）関係会社 

    (百万円)

カネボウ・トリニティ・ホールディング

ス㈱（平成18年4月12日付でトリニテ

ィ・パートナーズ㈱から商号変更） 

35,166

 

計 35,166 

    (百万円)

カネボウ・トリニティ・ホールディング

ス㈱ 
33,244

 

計 33,244 

(2）関係会社以外 (2）関係会社以外 

    (百万円)

ブラジル中央銀行 291 

㈱カネボウ化粧品 648 

他４件 21 

計 960 

    (百万円)

㈱カネボウ化粧品 174 

他４件 4 

計 179 

 



前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

 ７．土地再評価差額金  ７．          ―――――――――― 

 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第

34号）に基づき、一部の連結子会社において、事業用の土地

の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上してい

たが、前連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適

用し、減損損失を計上したことに伴い当連結会計年度におい

て全額取崩している。 

 

・再評価の方法……… 土地の再評価に関する法律施行令

（平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第５号に定める不動産鑑

定士の鑑定価格により算出 

 

・再評価を行った年月日… 平成12年３月31日  



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のとおりであ

る。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次のとおりであ

る。 

    (百万円)

販売手数料 2,299 

販売助成費・促進費 15,502 

物流費 6,563 

広告宣伝費 5,052 

賞与引当金繰入額 100 

給料 8,753 

貸倒引当金繰入額 304 

退職給付費用 1,391 

    (百万円)

販売助成費・促進費 929 

広告宣伝費 467 

賞与引当金繰入額 51 

給料 656 

貸倒引当金繰入額 44 

業務代行費 632 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 ※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費 

  (百万円)

1,905 

  (百万円)

147 

※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 ※３．固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

    (百万円)

建物及び構築物 953 

機械装置及び運搬具 284 

器具及び備品 229 

土地 2,473 

無形固定資産 262 

計 4,203 

    (百万円)

建物及び構築物 159 

機械装置及び運搬具 2 

器具及び備品 57 

土地 1,430 

無形固定資産 950 

計 2,599 

※４．       ―――――――――― ※４．営業譲渡益の内訳は次のとおりである。 

    (百万円)

ホームプロダクツ事業  20,133 

薬品事業 4,346 

食品事業 113 

共通 △577 

計 24,016 

※５．営業譲渡損の内訳は次のとおりである。 

    (百万円)

ファッション関連事業  3,673 

椎茸事業 1,478 

ホテル事業 △1,115 

物流事業 △1,261 

計 2,775 

※５．       ―――――――――― 

※６．固定資産処分損の内訳は次のとおりである。 ※６．固定資産処分損の内訳は次のとおりである。 

    (百万円)

売却損    

建物及び構築物 180 

機械装置及び運搬具 18 

器具及び備品 8 

土地他 1,270 

計 1,478 

    (百万円)

売却損    

器具及び備品 15 

土地 6 

計 22 

 



前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

    (百万円)

除却損    

建物及び構築物 195 

機械装置及び運搬具 215 

器具及び備品 69 

無形固定資産 361 

計 842 

    (百万円)

除却損    

建物及び構築物 128 

器具及び備品 0 

計 129 

※７．減損損失 

（資産をグルーピングした方法） 

 事業再生計画に基づき、事業用資産及び個別の賃貸用資産、

共用資産、遊休資産、売却予定資産にグルーピングしている。 

※７．減損損失 

（資産をグルーピングした方法） 

同 左 

（減損損失に至った経緯） 

 事業再生計画において不採算事業からの撤退、現状保有資産

の見直し等を進めた結果、売却予定資産への用途変更となった

資産が生じ、これらの資産グループを含め、一部の資産グルー

プの時価に著しい下落が見られたことから、帳簿価格を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上している。 

（減損損失に至った経緯） 

同 左 

（減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資

産の種類毎の内訳） 

グループ 用途 種類 

金額(百万円) 

売却予定資産 遊休資産 

運用施設  

  

  

  

土地・建物 

14,434 

その他 

686 

共用資産 運用施設 土地・建物 

3,912 

器具・備品 

33 

（減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資

産の種類毎の内訳） 

グループ 用途 種類 

金額(百万円) 

売却予定資産 遊休資産 

  

  

  

  

土地・建物 

409 

その他 

185 

事業用資産 工場及び倉庫 

  

  

  

  

土地・建物 

147 

その他 

133 

共用資産 運用施設 その他 

10 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は、事業用資産及び賃貸用資産については使用

価値又は正味売却価額を適用し、遊休資産、売却予定資産につ

いては正味売却価額を適用している。なお、使用価値について

は将来キャッシュ・フローを5％で割り引いて算出しており、

正味売却価額については不動産鑑定評価基準に基づく鑑定評価

額等を使用している。 

（回収可能価額の算定方法） 

同 左 

 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年4月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１.普通株式の発行済株式の株式数の増加115,131,500株及び後配株式Ｃ種類株式の発行済株式数の減少

115,131,500株は、後配株式Ｃ種類株式全株が普通株式へ転換したことによるものである。 

      ２.普通株式の自己株式の株式数の増加1,201,903株は買取によるものであり、減少283株は単元未満株式売渡請求

に基づく売り渡しによるものである。 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※８．構造改善費用の内訳は次のとおりである。 ※８．構造改善費用の内訳は次のとおりである。 

    (百万円)     (百万円) 

（１）合繊事業 4,764

主なもの  

事業撤収費用 4,350

操業短縮損 324

（２）天然繊維事業 1,768

主なもの  

退職給付費用 785

事業撤収費用 248

工場操業短縮損 239

棚卸資産処分損 229

（３）ファッション事業 1,310

主なもの  

事業撤収費用 1,197

（４）食品事業 635

主なもの  

事業撤収費用 344

（５）上記以外の事業 5,409

共通部門 4,330

その他の事業 1,079

計 13,888

（１）合繊事業 46

主なもの  

事業撤収費用 46

（２）ファッション事業 135

主なもの  

事業撤収費用 135

（３）上記以外の事業 781

共通部門 82

その他の事業 699

計 963

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 (注)１ 51,283,557 115,131,500 － 166,415,057 

優先株式Ａ種類株式 30,000,000 － － 30,000,000 

優先株式Ｂ種類株式 30,000,000 － － 30,000,000 

後配株式Ｃ種類株式 (注)１ 115,131,500 － 115,131,500 － 

合計 226,415,057 115,131,500 115,131,500 226,415,057 

自己株式        

普通株式 (注)２ 327,236 1,201,903 283 1,528,856 

合計 327,236 1,201,903 283 1,528,856 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 14,807 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △99 

現金及び現金同等物 14,708 

  （百万円）

現金及び預金勘定 5,882 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △4,012 

現金及び現金同等物 1,870 

 ２．株式等の売却により連結子会社でなくなった会社に係る資産及

び負債は次のとおりである。 

 ２．       ―――――――――― 

    （百万円）

流動資産   13,962 

固定資産   12,949 

資産合計   26,911 

流動負債   16,952 

固定負債   8,945 

負債合計   25,897 

 

 ３．営業譲渡により減少した資産及び負債の内訳は次のとおりであ

る。 

 ３．営業譲渡により減少した資産及び負債の内訳は次のとおりであ

る。 

    （百万円）

流動資産   11,754 

固定資産   16,730 

資産合計   28,484 

流動負債   1,204 

固定負債   187 

負債合計   1,391 

    （百万円）

流動資産   26,795 

固定資産   20,134 

資産合計   46,929 

流動負債   22,421 

固定負債   6,179 

負債合計   28,600 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンスリース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンスリース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価額相

当額 

（百万円） 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

期末残高相

当額 

（百万円） 

建物及び構築物 2 1 1 

機械装置及び運

搬具 
707 228 478 

器具及び備品他 2,863 1,445 1,417 

合計 3,573 1,676 1,896 

 

取得価額相

当額 

（百万円） 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

期末残高相

当額 

（百万円） 

器具及び備品他 229 115 113 

合計 229 115 113 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込

み法により算定している。 

 

同 左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

    (百万円) 

１年以内 626  

１年超 1,270  

合計 1,896  

    (百万円) 

１年以内 36  

１年超 77  

合計 113  

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定している。 

同 左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

   (百万円) 

支払リース料 895  

減価償却費相当額 895  

   (百万円) 

支払リース料 130  

減価償却費相当額 130  

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっている。 

同 左 



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

前連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

その他有価証券 

当連結会計年度（平成19年３月31日現在） 

その他有価証券 

 

前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照

表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

連結貸借対照

表計上額 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの） 
           

(1）株式 152 398 245 － － － 

(2）債券            

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

合計 152 398 245 － － － 

（連結貸借対照表計上額が取得原価を

超えないもの） 
           

(1）株式 39 36 △2 － － － 

(2）債券            

国債・地方債等 － － － － － － 

社債 － － － － － － 

その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

合計 39 36 △2 － － － 

前連結会計年度 

（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

売却額 

（百万円） 

売却益の合計額 

（百万円） 

売却損の合計額 

（百万円） 

18,423 1,891 △93 50 6 △0 

非上場株式 681百万円

非上場株式  154百万円



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

(1）金利関連 

 （注） 

次へ 

前連結会計年度 

(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

(1）取引の内容 (1）                 ―――――――――― 

金利関連… 金利オプション取引（キャップ取引・スワップ取

引） 

 

(2）取引に対する取組方針 (2）                 ―――――――――― 

 投機目的のためのデリバティブ取引は一切行わない。  

(3）取引の利用目的 (3）                 ―――――――――― 

金利関連… 借入に係る将来の金利の変動によるリスクを軽減

する目的 

 

(4）取引に係るリスクの内容 (4）                 ―――――――――― 

金利関連… 市場リスクとして、市中金利の変動によるリスク

を有しているが、当該リスクはヘッジ対象である

借入に係る金利の変動によるリスクと効果的に減

殺される。 

 

(5）取引に係るリスクの管理体制 (5）                 ―――――――――― 

金利関連… 実需取引に基づき、借入の範囲内で取引を行うと

いうグループ内のルールに従って取引を行ってい

る。またポジション管理及び決済管理に関して

は、連結子会社の財務部門が管理している。 

 

(6）「取引の時価等に関する事項」に係る補足説明等 (6）                 ―――――――――― 

 金利キャップ取引における契約額は金利計算上の想定元本で

あり、当社における取引のリスクを測る指標ではない。 

 

区分 種類 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 当連結会計年度末（平成19年３月31日） 

契約額等 

（百万円） 

契約額 

等のうち 

１年超 

（百万円）

時 価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

契約額等 

（百万円） 

契約額 

等のうち 

１年超 

（百万円） 

時 価 

（百万円） 

評価損益 

（百万円） 

市場取

引以外

の取引 

金利                

キャップ取引 2,000 － 0 △0 － － － － 

                 

合計 2,000 － 0 △0 － － － － 

前連結会計年度末 

(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 

(平成19年３月31日) 

１．時価の算定方法 １．             ―――――――――― 

取引先金融機関から提示された価格に基づき算定している。  



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、退職一時金制度を設けている。また、従業員の退職等

に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合がある。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

 
  （百万円）

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

イ．退職給付債務 △7,979 △228 

ロ．年金資産 － － 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △7,979 △228 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 2,639 － 

ホ．未認識数理計算上の差異 2,435 － 

ヘ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △2,903 △228 

ト．前払年金費用 － － 

チ．退職給付引当金（ヘ－ト）（注）１ △2,903 △228 

     
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

  当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

（注）１．臨時に支払う割増退職金は含めていない。 

２．厚生年金基金の解散及び厚生年金基金給付の一部を退

職一時金制度に移行したことに関し、「退職給付制度

間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指

針第1号)を適用した。これにより、同厚生年金基金に

係る退職給付引当金を取崩し、厚生年金基金解散益

969百万円を計上している。  

  （注）１．臨時に支払う割増退職金は含めていない。 

２．当グループは従来、原則法によって算定した退職給付

債務及び年金試算額に基づき退職給付引当金を計上し

ていたが、事業再編による従業員数の大幅な減少等に

より、当連結会計年度より簡便法によって退職給付引

当金を計上する方法に変更した。 

 
  （百万円）

 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

イ．勤務費用 920 － 

ロ．利息費用 913 － 

ハ．期待運用収益 △722 － 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額（注）２ 1,832 － 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額（注）３ 2,352 － 

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 5,296 － 

ト．厚生年金基金の解散に伴う損益（注）４ △969 － 

計 4,327 － 

    

（注）当連結会計年度より簡便

法によって退職給付引当金を計

上する方法に変更したため、数

理計算に関する事項は該当がな

い。 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はない。 

前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

  当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

（注）１．上記退職給付費用以外に、割増退職金2,682百万円を

支払っている。 

  （注）１．当連結会計年度において、当グループは、割増退職金

を116百万円支払っている。 

２．会計基準変更時差異の費用処理額には事業再構築によ

る従業員の転籍・退職に対する部分1,077百万円を含

んでおり、「構造改善費用」として特別損失に計上し

ている。 

  ２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．

(４)の退職給付引当金への表記の通り、会計基準変更

時差異の費用処理及び一括償却並びに数理計算上の差

異の全額費用処理額を実施し、それぞれ特別損益に計

上している。 

３．数理計算上の差異の費用処理額には事業再構築による

従業員の転籍・退職に対する部分1,404百万円を含ん

でおり、「構造改善費用」として特別損失に計上して

いる。 

    

４．厚生年金基金の解散に伴う損益には会計基準変更時差

異の費用処理額3,510百万円、未認識数理計算上の差

異の費用処理額1,163百万円が含まれている。 

    

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  － 

ロ．割引率     1.5％          － 

ハ．期待運用収益率     3.0 ％          － 

ニ．数理計算上の差異の処理年数   10～14年         － 

 

（発生時の従業員の平均残存勤

務期間の年数による定額法によ

る。ただし、翌連結会計年度か

ら費用処理することとしてい

る。） 

  

ホ．会計基準変更時差異の処理年数   15年         － 

    

（注）当連結会計年度より簡便

法によって退職給付引当金を計

上する方法に変更したため、数

理計算に関する事項は該当がな

い。 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 （注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

繰延税金資産 （百万円） （百万円） 

未実現利益 1,020 2 

貸倒引当金繰入限度超過額 2,229 1,357 

賞与引当金繰入 308 5 

退職給付引当金繰入限度超過額 1,155 85 

固定資産評価損否認額（減損損失含む） 15 － 

減価償却超過額 1,079 179 

構造改善費用引当金繰入 2,780 770 

たな卸資産評価損否認額 44 － 

投資有価証券評価損否認額 672 267 

未払事業税否認額 23 － 

繰越欠損金 63,087 58,774 

その他 931 267 

繰延税金資産小計 73,349 61,709 

評価性引当額 △64,190 △61,707 

繰延税金資産合計 9,158 2 

繰延税金負債    

貸倒引当金の調整 △18 － 

その他有価証券評価差額金 △99 － 

繰延税金負債合計 △117 － 

繰延税金資産の純額 9,041 2 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

  （百万円） （百万円） 

流動資産－繰延税金資産 8,119 － 

固定資産－繰延税金資産 958 2 

流動負債－繰延税金負債 － － 

固定負債－繰延税金負債 △37 － 



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別内訳 

 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

国内の法定実効税率（％） 40.7 40.9 

（調整）     

未実現利益税効果未認識額（％） 23.4 － 

更正による一時差異の修正（％） △31.2 － 

過年度法人税等（％） 23.3 △2.5 

連結子会社株式売却に伴う修正（％） △35.2 － 

連結除外による影響（％） △134.9 － 

評価性引当額による影響（％） 190.6 △3.1 

その他（％） 7.1 － 

税効果会計適用後の法人税等の負担率（％） 83.8 35.3 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 

ホーム 

プロダ 

ク ツ 

事 業 

(百万円) 

薬 品 

事 業 

(百万円) 

食 品 

事 業 

(百万円) 

ファッション 

事 業 

(百万円) 

繊 維 

事 業 

(百万円) 

その他の

事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は

全  社 

(百万円) 

連 結 

(百万円) 

Ⅰ．売上高及び営業損益                  

(1）外部顧客に対する 

売上高 
36,985 18,074 29,443 17,531 25,544 11,841 139,422 － 139,422 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
119 － 5 92 8 283 509 (509) － 

計 37,105 18,074 29,449 17,624 25,553 12,125 139,931 (509) 139,422 

営業費用 34,324 17,915 29,790 20,027 25,967 11,958 139,983 (499) 139,484 

営業利益及び損失 

(△は損失) 
2,780 159 △341 △2,403 △413 166 △52 (9) △61 

Ⅱ．資産、減価償却費、

減損損失及び資本

的支出 
                 

資産 12,746 15,740 15,191 3,026 1,570 4,155 52,431 29,558 81,989 

減価償却費 343 399 319 15 353 388 1,820 359 2,180 

減損損失 10 48 3,822 33 6,634 8,037 18,586 480 19,067 

資本的支出 273 446 867 10 18 113 1,729 247 1,977 

 

ホーム 

プロダ 

ク ツ 

事 業 

(百万円) 

薬 品 

事 業 

(百万円) 

食 品 

事 業 

(百万円) 

ファッション 

事 業 

(百万円) 

繊 維 

事 業 

(百万円) 

不動産事

業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は

全  社 

(百万円) 

連 結 

(百万円) 

Ⅰ．売上高及び営業損益                  

(1）外部顧客に対する 

売上高 
2,611 1,417 2,431 111 － 245 6,816 － 6,816 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
36 － － 4 － 3 44 (44) － 

計 2,648 1,417 2,431 115 － 248 6,861 (44) 6,816 

営業費用 2,452 1,400 3,188 397 247 637 8,323 (44) 8,279 

営業利益及び損失 

(△は損失) 
196 16 △756 △281 △247 △388 △1,462 (0) △1,462 

Ⅱ．資産、減価償却費、

減損損失及び資本

的支出 
                 

資産 － － 1,109 44 118 1,804 3,077 54,911 57,989 

減価償却費 21 47 44 1 1 8 125 133 258 

減損損失 － － 280 － － 384 664 220 885 

資本的支出 0 － 17 － 33 － 51 － 51 



 （注）１．事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、ホームプロダクツ、薬品、食品、ファッション、繊維、不動

産、その他の事業に区分している。 

２．各事業の主な製品 

(1）ホームプロダクツ事業──石鹸、トイレタリー品 

(2）薬品事業──医家向漢方薬、一般大衆薬 

(3）食品事業──菓子、冷菓、椎茸人工ホダ木 

(4）ファッション事業──フィラ、ランバン他各種服飾品 

(5）繊維事業──綿・絹・ナイロン・ポリエステル、高分子材料 

(6）不動産事業──不動産業 

(7）その他の事業──電子関連、その他 

３．営業費用の中の共通費は、前連結会計年度及び当連結会計年度共に、全てセグメント別に配賦している。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前連結会計年度は、30,812百万円、当連結会計年度は、54,911百

万円である。その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期運転資金（投資有価証券）、繰延税金資産

及び管理部門に係る資産等である。 

５．事業区分の変更 

  従来、不動産事業はその他の事業に含めていたが、当社が行ってきた事業譲渡及び事業撤収の影響により不動産事業の重要性が

増したため、当連結会計年度より区分表示することに変更した。この結果、前連結会計年度と同様の区分によった場合に比べ、

その他の事業の売上高は245百万円減少し、営業損失は388百万円減少しており、不動産事業については、それぞれ同額増加して

いる。なお、前連結会計年度において当連結会計年度の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は、次のとおりで

ある。 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 

ホーム 

プロダ 

ク ツ 

事 業 

(百万円) 

薬 品 

事 業 

(百万円) 

食 品 

事 業 

(百万円) 

ファッション

事 業 

(百万円) 

繊 維 

事 業 

(百万円) 

不動産

事 業 

(百万円) 

その他

の事業 

(百万円) 

計 

(百万円) 

消去又は

全  社 

(百万円) 

連 結 

(百万円) 

Ⅰ．売上高及び営業損益                    

(1）外部顧客に対する 

売上高 
36,985 18,074 29,443 17,531 25,544 4,482 7,358 139,422 － 139,422 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
119 － 5 92 8 356 － 582 (582) － 

計 37,105 18,074 29,449 17,624 25,553 4,840 7,358 140,005 (582) 139,422 

営業費用 34,324 17,915 29,790 20,027 25,967 4,154 7,877 140,057 (572) 139,484 

営業利益及び損失 

(△は損失) 
2,780 159 △341 △2,403 △413 685 △519 △51 (9) △61 

Ⅱ．資産、減価償却

費、減損損失及び

資本的支出 
                   

資産 12,746 15,740 15,191 3,026 1,570 4,092 63 52,431 29,558 81,989 

減価償却費 343 399 319 15 353 313 75 1,820 359 2,180 

減損損失 10 48 3,822 33 6,634 8,037 － 18,586 480 19,067 

資本的支出 273 446 867 10 18 98 15 1,729 247 1,977 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合が、いずれも90％を超えているため、

所在地別セグメント情報の記載を省略している。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本国の割合が、いずれも90％を超えているため、

所在地別セグメント情報の記載を省略している。 



【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

（関連当事者との取引） 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

         借入金の金利は、市場金利を勘案した利率としている。 

    ２．株式会社産業再生機構は、平成18年１月に関連当事者に該当しなくなったため、取引金額については関連当事者であった期間の金

額を、期末残高については関連当事者に該当しなくなった時点での残高を記載している。 

    ３．カネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱（平成18年4月12日付でトリニティ・パートナーズ㈱から商号変更）の長期借入金及び

未払利息35,166百万円につき債務保証を行っており、17,566百万円の担保（有形固定資産は、極度額25,000百万円の工場財団抵当

権・根抵当権を設定している）を提供している。 

    ４．花王㈱への㈱カネボウ化粧品の株式譲渡による売却収入により返済している。 

    ５．株式会社カネボウ化粧品は、平成18年２月に関連当事者に該当しなくなったため、取引金額については関連当事者であった期間の

金額を、期末残高については関連当事者に該当しなくなった時点での残高を記載している。 

 兄弟会社等 

 （注）１．株式会社カネボウ化粧品は、平成17年７月に法人主要株主に該当することとなったため、取引金額については法人主要株主に該当

するまでの期間の金額を、期末残高については法人主要株主に該当することとなった時点での残高を記載している。 

    ２．１株当たりの発行価格320円（資本組入額160円）にて、62,500,000株を割当てた。 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

（百万円） 
事業の内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

親会社 

（注２） 

㈱産業再生

機構 

東京都 

千代田区 
50,507 

事業の再生

の支援 
－ － 資金援助 

資金の借入

資金の返済

利息の支払

（注１） 

14,000 

46,269 

698 

  

長期借入金 －

親会社 

カネボウ・ト

リニティ・ホ

ールディング

ス㈱ 

東京都 

千代田区 
9,905 

有価証券の

取得、保有

及び 売却 

（被所有）

間接 

71.33% 

－ 資金援助 

債務保証 

担保提供 

（注３） 

35,166 

17,566 

  

－ －

親会社 
トリニティ・

インベストメ

ント㈱ 

東京都 

千代田区 
460 

有価証券の

取得、保有

及び 売却 

（被所有）

直接 

71.33% 

－ 資金援助 

資金の借入

資金の返済

（注４） 

3,061 

15,612 

  

短期借入金 5,349

法人主要 

株主 

（注５） 

㈱カネボウ

化粧品 

東京都 

港区  
125,450 

 化粧品の

製造・販売 
－ － 資金援助 

資金の借入

資金の返済

コーポレー

ト商標譲渡

12,500 

12,500 

12,500 

－ －

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

（百万円） 
事業の内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

兄弟会社 

（注１） 

㈱カネボウ

化粧品 

東京都 

港区  
125,450 

 化粧品の

製造・販売 
－ － 資金援助 

増資割当 

（注２） 
20,000 － －



当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．取引条件及び取引条件の決定方針等 

         借入金の金利は、市場金利を勘案した利率としている。 

    ２．カネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱の長期借入金及び未払利息33,244百万円につき債務保証を行っている。 

    ３．カネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱に対して業務委託をしており、両者間で締結している業務委託契約に基づき、業務委

託料を支払っている。 

    ４．トリニティ・インベストメント㈱に対する長期貸付金及び未収入金に対する担保として、同社保有の当社株式196,955,629株を担保

として受け入れています。 

    ５．関係内容の役員の兼任等には、執行役員も含めて記載している。 

属性 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

（百万円） 
事業の内容 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）役員の 

兼任等 

事業上 

の関係 

親会社 

カネボウ・ト

リニティ・ホ

ールディング

ス㈱ 

東京都 

港区 
9,905 

有価証券の

取得、保有

及び 売却 

（被所有）

間接 

84.55% 

6名 業務委託 

債務保証 

保証料受取

業務委託 

33,244 

180 

594 

未収入金 

未払費用 

34

58

親会社 
トリニティ・

インベストメ

ント㈱ 

東京都 

港区 
460 

有価証券の

取得、保有

及び 売却 

（被所有）

直接 

84.55% 

2名 資金援助 

資金の返済

資金の貸付

利息の支払

利息の受取

5,349 

42,546 

14 

429 

長期貸付金 

未収入金 

42,546

429



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失が

計上されているため記載していない。 

１株当たり純資産額    46円98銭

１株当たり当期純損失 15円35銭

１株当たり純資産額      140円51銭

１株当たり当期純利益 97円23銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 78円98銭

 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益又は当期純損失    

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △2,236 15,702 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）

（百万円） 
△2,236 15,702 

期中平均株式数（千株） 145,757 161,507 

（うち、普通株式） 51,002 94,321 

（うち、Ｃ種類株式） 94,754 67,186 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） － 37,313 

（うち、Ａ種類株式） － 18,656 

（うち、Ｂ種類株式） － 18,656 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株式

の概要 

－ － 



（重要な後発事象） 

  前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１．3事業（ホームプロダクツ・薬品・食品）の譲渡 

 当社は、経済産業省および厚生労働省より産業活力再生特別措置法の認定を受け、同法に定める簡易営業譲渡に関する特例措置によ

り、平成18年4月14日開催の取締役会において、ホームプロダクツ事業および薬品事業を当社スポンサーである3投資会社（アドバンテッ

ジパートナーズ有限責任事業組合、㈱ＭＫＳパートナーズ、ユニゾン・キャピタル㈱）が運営に携わるファンド（以下「ファンド」）等

が出資する2つの会社（カネボウホームプロダクツ㈱およびカネボウ製薬㈱）にそれぞれ営業譲渡することを決定し、同日付で契約を締

結の上、平成18年5月1日に実行いたしました。また当社は、カネボウフーズ株式会社の株式をファンド等に譲渡するとともに、コーポレ

ートスタッフ部門を、カネボウホームプロダクツ㈱、カネボウ製薬㈱およびカネボウフーズ㈱を統括・管理する会社カネボウ・トリニテ

ィ・ホールディングス㈱に譲渡することを平成18年4月14日開催の取締役会において決定し、同日付で契約を締結の上、平成18年5月1日

に実行いたしました。 

 譲渡する事業の概要ならびに譲渡先は以下のとおりです。 

 

１） ホームプロダクツ事業 

①譲渡先 カネボウホームプロダクツ株式会社（平成18年4月12日、「ユニゾン・マーズ株式会社」から商号変更） 

②事業内容 ボディソープ、シャンプー・コンディショナー、基礎化粧品など、生活に密着した日用品、化粧品の製造・販売 

③売上高 36,985百万円、総資産 12,746百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。 

④譲渡対象 生産施設ならびに運転資本他、ホームプロダクツ事業の運営に必要な資産ならびに負債一式 

⑤営業譲渡価額 23,380百万円 

 

２） 薬品事業 

①譲渡先 カネボウ製薬株式会社（平成18年4月12日、「紀尾井町インベストメント株式会社」から商号変更） 

②事業内容 漢方薬を中心とした、医療用医薬品と一般用医薬品の製造・販売 

③売上高 18,074百万円、総資産 15,740百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。 

④譲渡対象 生産施設ならびに運転資本他、薬品事業の運営に必要な資産ならびに負債一式 

⑤営業譲渡価額 12,010百万円 

３） 食品事業 

①譲渡先 「ファンド」およびカネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱（平成18年4月12日、「トリニティ・パートナーズ株式会社」

から商号変更） 

②事業内容 菓子、新規食品、冷菓の3部門において、各分野で他メーカーにはない特色のある商品の開発・製造・販売 

③売上高 23,007百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。ただし、下記「④譲渡対象」に限ります。 

④譲渡対象 カネボウフーズ株式、カネボウフーズ販売株式、食品事業知的財産権、カネボウフーズ向け貸付金  

⑤事業価値 8,010百万円 

 

 なお当社は、平成18年5月1日に実行された当該営業譲渡等の代金債権をトリニティ・インベストメント株式会社が免責的債務引受けし

たことに基づき、同社に対し42,546百万円の貸付金を有することとなっております。 

２．資本減少について 

 当社は、平成18年6月29日開催の定時株主総会において、資本の減少について承認を戴きました。 

 

１）資本減少の理由 

当社は企業体質改善のため、諸施策を遂行してまいりましたが、過大資本の解消と欠損金一掃のため、資本金を減額するものでありま

す。 

  

２）資本減少の内容 

①減少すべき資本の額 

当社の資本の額35,099,985,000円を34,999,985,000円減少させ、資本金は100,000,000円といたします。 

②資本の欠損の填補に充てる額 

資本減少額34,999,985,000円のうち、29,703,654,640円を資本の欠損の填補に充てさせていただきます。 

③資本減少の方法 

発行済株式総数の変更は行なわず、資本金の額のみ減少いたします。 

④取締役会決議日 

平成18年5月31日 

⑤株主総会決議日 

平成18年6月29日 

⑥債権者異議申述期日 

平成18年9月下旬（予定） 

⑦資本減少の効力発生日 

平成18年9月末（予定） 



３．担保の解除等について 

 当社及び子会社は、カネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱の長期借入金及び未払利息の担保として、有形固定資産並びに預金を

担保提供しておりましたが、平成18年5月1日付の営業譲渡及び株式譲渡によって主たる担保資産が譲渡され、または担保提供会社が子会

社でなくなりました。また平成18年6月20日付で締結した「担保・保証の解除等に関する合意書」によって当社及び子会社に残存する担

保資産についても担保解除されました。 

  当連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１．解散決議 

 当社は、平成19年6月28日開催の定時株主総会において、平成19年6月30日をもって解散することを決議いたしました。 

解散後は、資産の換価や債権の回収及び債務の弁済を行い、法令及び定款に基づき残余財産の分配を行うこととなりますが、残余財産の

分配時期や見込額については、資産の換価や訴訟などもあり、現時点では未定であります。 

尚、解散により移行する清算株式会社の清算人は代表執行役である中嶋章義が、また監査役には監査委員である小森哲郎、竹井友二、林

竜也がそれぞれ就任いたします。 

２．商号並びに本店所在地の変更 

 平成19年6月28日開催の定時株主総会において、本年7月1日付で、商号をカネボウ株式会社から海岸ベルマネジメント株式会社に変更

し、本店所在地を東京都墨田区から東京都港区に変更することを決議いたしました。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当なし。 

【借入金等明細表】 

(2）【その他】 

 該当事項はない。 

区分 
前期末残高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

平均利率 

（％） 
返済期限 

短期借入金 5,349 － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） － － － － 

その他の有利子負債        

社内預金（流動負債「その他」） 869 42 0.50％ － 

合計 6,218 42 － － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金 ※１   12,402     5,783  

２．受取手形 ※４   913     2  

３．売掛金 ※４   11,497     30  

４．製品     3,933     －  

５．原料     433     －  

６．仕掛品     491     －  

７．貯蔵品     213     －  

８．前払費用     271     －  

９．繰延税金資産     8,138     －  

10．短期貸付金     0     －  

11．関係会社短期貸付金     43,522     34,244  

12．未収入金 ※４   2,058     761  

13．立替金 ※４   222     －  

14．営業外受取手形 ※４   268     －  

15．その他     64     63  

貸倒引当金     △31,684     △32,752  

流動資産合計     52,749 70.3   8,133 14.1 

Ⅱ 固定資産              

(１)有形固定資産 ※１            

１．建物   8,057     2,325    

減価償却累計額   2,961 5,096   1,022 1,303  

２．構築物   986     306    

減価償却累計額   612 374   250 56  

３．機械及び装置   7,999     －    

減価償却累計額   6,678 1,320   － －  

４．車両・運搬具   29     －    

減価償却累計額   26 3   － －  

５．工具・器具及び備品   2,234     316    

減価償却累計額   1,179 1,055   4 311  

６．土地     7,690     2,292  

７．建設仮勘定     2     －  

有形固定資産合計     15,541 20.7   3,963 6.9 

(２)無形固定資産              

１．借地権     1     1  

２．商標権     5     －  

３．ソフトウェア     313     1  

４．電話加入権     2     1  

５．その他     17     －  

無形固定資産合計     339 0.5   3 0.0 

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

(３)投資その他の資産              

１．投資有価証券     518     158  

２．関係会社株式 ※１   2,463     713  

３．出資金     17     5  

４．関係会社出資金     500     －  

５．長期貸付金     4     42,546  

６．従業員長期貸付金     14     －  

７．更生・和議債権等     2,992     2,196  

８．敷金保証金     1,110     334  

９．長期前払費用     6     －  

10．長期未収入金     1,576     1,904  

11．その他     607     48  

貸倒引当金     △3,461     △2,513  

投資その他の資産合計     6,350 8.5   45,393 79.0 

固定資産合計     22,232 29.7   49,361 85.9 

資産合計     74,981 100.0   57,494 100.0 

               

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．支払手形 ※４   7,128     －  

２．買掛金 ※４   4,718     －  

３．関係会社短期借入金     5,349     －  

４．未払金 ※４   493     71  

５．未払法人税等     35     5  

６．未払消費税等     668     1,615  

７．未払費用 ※４   2,164     160  

８．預り金 ※４   2,156     18  

９．賞与引当金     310     0  

10．返品調整引当金     564     －  

11．子会社支援損失引当金     3,874     508  

12．構造改善費用引当金     3,158     1,540  

13．営業外支払手形 ※4、5   2,248     605  

14．その他     103     11  

流動負債合計     32,974 44.0   4,539 7.9 

Ⅱ 固定負債              

１．退職給付引当金     927     73  

２．繰延税金負債     62     －  

３．その他     73     15  

固定負債合計     1,062 1.4   89 0.2 

負債合計     34,036 45.4   4,628 8.1 

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※２   35,099 46.8   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１．資本準備金   34,999     －    

資本剰余金合計     34,999 46.7   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１．利益準備金   802     －    

２．当期未処理損失   29,703     －    

利益剰余金合計     △28,900 △38.5   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金     90 0.1   － － 

Ⅴ 自己株式 ※３   △344 △0.5   － － 

資本合計     40,945 54.6   － － 

負債・資本合計     74,981 100.0   － － 

               

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   100 0.2 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     34,999     

(2）その他資本剰余金   －     5,296     

資本剰余金合計     － －   40,296 70.1 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   －     802     

(2）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     12,205     

利益剰余金合計     － －   13,008 22.6 

４．自己株式     － －   △538 △1.0 

株主資本合計     － －   52,866 91.9 

純資産合計     － －   52,866 91.9 

負債純資産合計     － －   57,494 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 注記
番号 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

比率 
（％） 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

比率 
（％） 

Ⅰ 売上高 ※18   51,553 100.0   2,767 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．製品期首たな卸高   6,512     3,933    

２．当期製品製造原価   34,756     1,764    

合計   41,268     5,697    

３．他勘定振替高 ※１ 3,456     △3,906    

４．製品期末たな卸高   3,933     －    

差引計   33,879     1,791    

５．返品調整引当金戻入   577     －    

６．返品調整引当金繰入   564 33,866 65.7 － 1,791 64.7 

売上総利益     17,687 34.3   976 35.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売手数料   1,642     4    

２．販売促進費   7,414     219    

３．物流費   2,261     158    

４．広告宣伝費   2,568     63    

５．貸倒引当金繰入額   5     －    

６．給料   2,454     215    

７．賞与   145     21    

８．賞与引当金繰入額   102     0    

９．法定福利費   316     26    

10．厚生費   595     99    

11．退職給付費用   592     △127    

12．減価償却費   302     23    

13．研究開発費 ※２ 1,224     118    

14．業務代行費   －     576    

15．賃借料   －     167    

16．その他   3,847 23,473 45.5 549 2,116 76.4 

営業損失     5,786 △11.2   1,140 △41.1 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息 ※18 1,400     874    

２．受取配当金   48     8    

３. 債務保証料 ※18 －     171    

４. 賃貸料    －     139    

５. その他   158 1,607 3.1 198 1,392 50.3 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息 ※18 1,426     19    

２．新株発行費   95     －    

３．退職給付引当金会計基準 
変更時差異費用処理額   579     28    

４. 遊休資産管理費用   －     201    

５. 訴訟関係費用    －     251    

６．控除対象外消費税等   466     －    

７．その他   2,077 4,645 9.0 478 979 35.4 

経常損失     8,824 △17.1   728 △26.2 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 注記
番号 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

比率 
（％） 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

比率 
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．過年度関係会社貸付金利息   554     －    

２．営業譲渡益 ※３ －     19,507    

３．コーポレート商標譲渡益   12,500     －    

４．固定資産売却益 ※４ 1,863     1,038    

５．投資有価証券売却益   1,785     6    

６．関係会社譲渡益 ※５ 4,315     －    

７．債務免除益 ※６ 2,291     －    

８．貸倒引当金戻入益   128     564    

９．子会社支援損失引当金戻入益 ※７ －     372    

10．構造改善費用引当金戻入益   1,303     336    

11．関係会社清算益   153     20    

12．その他 ※８ 649 25,546 49.6 646 22,492 812.9 

Ⅶ 特別損失              

１．営業譲渡損 ※９ 2,845     －    

２．固定資産売却損 ※10 160     8    

３．固定資産処分損 ※11 434     19    

４．減損損失 ※12 540     220    

５．関係会社株式評価損 ※13 3,590     －    

６. 投資有価証券評価損   －     140    

７. 出資金評価損   －     399    

８．貸倒引当金繰入額 ※14 4,786     －    

９．子会社支援損失引当金 
繰入額 

※15 181     －    

10．子会社清算損 ※16 －     243    

11．特別退職金   247     116    

12．厚生年金基金解散損   476     －    

13．構造改善費用 ※17 6,469 19,734 38.3 863 2,012 73.0 

税引前当期純利益 
又は 
税引前当期純損失(△) 

    △3,012 △5.8   19,752 713.8 

法人税、住民税及び 
事業税   26     8    

過年度法人税等   △2,055     △600    

法人税等調整額   △8,138 △10,167 △19.7 8,138 7,546 272.7 

当期純利益     7,154 13.9   12,205 441.1 

前期繰越損失     36,858     －  

自己株式処分差損     0     －  

当期未処理損失     29,703     －  

               



製造原価明細書 

 （注）１．原価計算の方法 工程別総合原価計算方法を採用している。 

    ２．製造原価に算入している引当金繰入額 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

内訳 
（百万円） 

金額 
（百万円） 

構成比 
（％） 

Ⅰ 原料費     31,297 90.2   976 76.7 

Ⅱ 加工費              

補助材料費     21 0.1   11 0.8 

労務費及び福利費     1,015 2.9   501 39.3 

経費              

外注加工費   986     472    

減価償却費   516     272    

その他   858 2,361 6.8 △960 △215 △16.8 

加工費合計     3,399 9.8   297 23.3 

Ⅲ 当期総製造費用     34,696 100.0   1,273 100.0 

期首仕掛品たな卸高     551     491  

期末仕掛品たな卸高     491     －  

Ⅳ 当期製品製造原価     34,756     1,764  

  前事業年度 当事業年度 

  百万円 百万円 

賞与引当金繰入額 47 8 

退職給付費用 158 8 



③【損失処理計算書及び株主資本等変動計算書】 

損失処理計算書 

   
前事業年度 

（平成18年６月29日総会決議） 

区分 
注記
番号 

内訳（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処理損失     29,703 

       

Ⅱ 次期繰越損失     29,703 

    



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年9月30日に過大資本の解消と欠損金一掃のため、資本の減少を行なった。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利
益剰余金 利益剰余

金合計 繰越利益
剰余金 

平成18年 3月 31日 残高 
（百万円） 

35,099 34,999 － 34,999 802 △29,703 △28,900 △344 40,854 

事業年度中の変動額                   

資本金の額の減少(百万円) 
 (注)      

△34,999   5,296 5,296   29,703 29,703   － 

当期純利益   （百万円）           12,205 12,205   12,205 

自己株式の取得（百万円）               △194 △194 

自己株式の処分（百万円）     △0 △0       0 0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 
（百万円） 

                  

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△34,999 － 5,296 5,296 － 41,909 41,909 △194 12,011 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

100 34,999 5,296 40,296 802 12,205 13,008 △538 52,866 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

90 90 40,945 

事業年度中の変動額      

資本金の額の減少(百万円) 
 (注)      

    － 

当期純利益（百万円）     12,205 

自己株式の取得（百万円）     0 

自己株式の処分（百万円）     △194 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 
（百万円） 

△90 △90 △90 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△90 △90 11,920 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

－ － 52,866 



(継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況) 

（重要な会計方針） 

前事業年度 

(自 平成17年4月1日 

 至 平成18年3月31日) 

当事業年度 

(自 平成18年4月1日 

 至 平成19年3月31日) 

 当社は、重要な後発事象に記載のとおり、平成18年5月1日付でに

中核事業であるホームプロダクツ事業、薬品事業及び食品事業の営

業譲渡並びに株式譲渡を行ったことから、当該事業の譲渡後におい

ては、収益の核となる事業が存在しない状況にあります。 

 当該状況により、当事業年度末日において継続企業の前提に重要

な疑義が存在しております。 

 当社に残存する事業は、保有不動産の賃貸業他となりますが、今

後も経営の効率化を進める一方で、事業譲渡又は撤収の検討を行う

ことを予定しております。 

 従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を反映しておりません。 

 当社は、平成18年5月1日付で中核事業であるホームプロダクツ事

業、薬品事業及び食品事業の営業譲渡並びに株式譲渡を行った後、

その他事業の運営とその効率化及び撤収事業の清算などの業務を行

ってまいりましたが、約1年を経てこれらの業務の目処がついた現状

に鑑み、当社は平成19年4月26日開催の取締役会において、平成19年

6月28日開催の定時株主総会に解散議案を上程することを決議いたし

ました。 

 当該状況により、当事業年度末日において継続企業の前提に重要

な疑義が存在しております。 

 財務諸表は、長期貸付金等の重要な資産及び負債に関しては、清

算を仮定した処分価額で評価する会計方針を採用しております。 

 尚、（重要な後発事象）に記載の通り、上記定時株主総会におい

て、平成19年６月30日をもって当社を解散することを決議しており

ます。 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 １．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

…総平均法による原価法 

子会社株式 

…同左 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均

法により算定している。） 

時価のあるもの 

――――――――― 

時価のないもの 

…総平均法による原価法 

時価のないもの 

…同 左 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 ２．デリバティブの評価基準及び評価方法 

時価法 ――――――――― 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 ３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・原料・仕掛品…総平均法による原価法 

貯   蔵   品… 終仕入原価法 

――――――――― 

４．固定資産の減価償却の方法 ４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法（共通資産（社宅等）については定額法）。但し、平

成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く。）に

ついては定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物 

３～50年 

機械装置及び運搬具 

４～15年 

工具・器具及び備品 

３～15年 

 定率法。但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附

属設備を除く。）については定額法を採用している。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

 建物及び構築物 

          ３～50年 

 器具及び備品   

          15年 

(2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

 定額法。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。 

同 左 

(3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

定額法   

       ――――――――― 

 



前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

５．繰延資産の処理方法 ５．繰延資産の処理方法 

新株発行費 

…支出時に全額費用として処理する方法を採用して

いる。 

       ――――――――― 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 ６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処理している。 

同 左 

７．引当金の計上基準 ７．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 （１）貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 

同 左 

（２）賞与引当金 （２）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支

給見込額に基づき当期負担額を計上している。 

同 左 

（３）返品調整引当金 (３)        ―――――――――― 

 期末日後の返品損失に備えるため、当期の売上高(一部の事

業部については当期末の売上債権)に対して返品率を乗じると

ともに再販実績等を勘案し、今後発生が見込まれる損失額を計

上している。 

  

(４）子会社支援損失引当金 (４）子会社支援損失引当金 

 債務超過子会社の支援に係る損失に備えるため、子会社の財

政状態を勘案して損失負担見積額を計上している。 

同  左 

(５）構造改善費用引当金 (５）構造改善費用引当金 

 事業の抜本的な構造改善に伴う損失に備えるため、今後見込

まれる事業撤収等に係る費用の見積額を計上している。 

           同  左 

(６）退職給付引当金 (６）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。なお、

会計基準変更時差異については、15年による按分額を費用処理

している。また、数理計算上の差異については発生時の従業員

の平均残存勤務期間（11年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。 

 事業再構築による大量の従業員の転籍・退職に伴い、会計基

準変更時差異（536百万円）及び数理計算上の差異（246百万

円）を一括して費用処理している。なお、当該費用処理額は構

造改善費用に含めて表示している。 

<厚生年金基金の解散> 

当社が加入しているカネボウ厚生年金基金が平成18年2月22日

付で厚生労働省より解散の認可を受け、同日をもって解散する

と同時に厚生年金基金給付の一部を退職一時金制度に移したた

め、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第1号）を適用した。これにより、同厚生年金基

金に係る退職給付引当金を取崩し、厚生年金基金解散損476百

万円を計上している。 

  

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 

  会計基準変更時差異については従来15年償却を実施していた

が、事業再構築による大量の転籍・退職に伴い、当該従業員見

合い額（1,285百万円）を費用処理、残額（383百万円）を一括

償却している。数理計算上の差異についても、当該従業員見合

い額（825百万円）の費用処理を実施した。 

  当該費用処理額1,857百万円は営業譲渡関連費用、635百万円

は構造改善費用に含めて表示している。また、当社は従来、原

則法によって算定した退職給付債務及び年金資産の額に基づき

退職給付引当金を計上していたが、上記事業再編による従業員

数の大幅な減少等により、高い信頼性をもって数理計算上の見

積を実施することが困難となったことから、当事業年度より簡

便法によって退職給付引当金を計上する計算方法に変更した。 

８．リース取引の処理方法 ８．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。 

同 左 

９．その他財務諸表作成のための重要な事項 ９．その他財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってお

り、控除対象外消費税及び地方消費税は当期の費用として処理

している。 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によってい

る。 



（会計処理の変更） 

（表示方法の変更） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

        ―――――――――――――――― （貸借対照表関係） 

 当事業年度より、「貸借対照表の資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しています。これま

での資本の部の合計に相当する金額は、52,866百万円です。 

  なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部について

は、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表等規則により

作成している。 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表関係）  

従来、流動負債に区分掲記していた「前受金」については、金額

的重要性により流動負債の「その他」に含めて表示している。 

なお、当事業年度における当該金額は2百万円である。 

 （損益計算書関係）  

前事業年度において販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示していた「業務代行費」は販売費及び一般管理費の100分の5を

超えたため、当事業年度から区分掲記することとした。なお、前事

業年度における当該金額は112百万円である。 

 前事業年度において販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示していた「賃借料」は販売費及び一般管理費の100分の5を超え

たため、当事業年度から区分掲記することとした。なお、前事業年

度における当該金額は1,033百万円である。 

前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて表示してい

た「債務保証料」は営業外収益の100分の10を超えたため、当事業年

度から区分掲記することとした。なお、前事業年度における当該金

額は24百万円である。 

 前事業年度において営業外収益の「その他」に含めて表示してい

た「賃貸料」は営業外収益の100分の10を超えたため、当事業年度か

ら区分掲記することとした。なお、前事業年度における当該金額は

34百万円である。 

 前事業年度において営業外費用の「その他」に含めて表示してい

た「遊休資産管理費用」は営業外費用の100分の10を超えたため、当

事業年度から区分掲記することとした。なお、前事業年度における

当該金額は40百万円である。 

 前事業年度においては営業外費用の「その他」に含めて表示して

いた「訴訟関係費用」は営業外費用の100分の10を超えたため、当事

業年度から区分掲記することとした。なお、前事業年度における当

該金額は58百万円である。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度（平成18年３月31日） 当事業年度（平成19年３月31日） 

※１．財団抵当に供している資産 ※１.       ――――――――――――― 

（工場）高岡工場ほか２工場  

    (百万円) 

建物 2,419 

構築物 195 

機械及び装置 1,313 

車両・運搬具 1 

工具・器具及び備品 142 

土地 3,349 

計 7,421 

 

その他の担保に供している資産  

    (百万円) 

預金 0 

建物 1,167 

構築物 100 

土地 2,165 

関係会社株式 2,409 

計 5,843 

 

 上記資産はカネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱（平

成18年4月12日付でトリニティ・パートナーズ㈱から商号変

更）の長期借入金及び未払利息35,166百万円の担保(有形固定

資産は極度額25,000百万円の工場財団抵当権・根抵当権を設定

している）に供している。 

  

※２．株式の状況 ※２．            ――――――――――――― 

                  

授権株式数    

 普通株式 1,824,868,500株 

 優先株式Ａ種類株式 30,000,000株 

 優先株式Ｂ種類株式 30,000,000株 

 後配株式Ｃ種類株式 115,131,500株 

発行済株式総数    

 普通株式 51,283,557株 

 優先株式Ａ種類株式 30,000,000株 

 優先株式Ｂ種類株式 30,000,000株 

 後配株式Ｃ種類株式 115,131,500株 

     

      

     

※３．自己株式 ※３．            ――――――――――――― 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式327,236株であ

る。 

 

※４．区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に

対するものは次のとおりである。 

※４．区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に

対するものは次のとおりである。 

    (百万円)

受取手形 769 

売掛金 9,530 

未収入金 616 

立替金 75 

営業外受取手形 268 

支払手形 150 

買掛金 1,472 

未払金 36 

未払費用 120 

預り金 1,372 

営業外支払手形 1,295 

    (百万円)

     
未収入金 621 

立替金 1 

未払金 7 

未払費用 58 

営業外支払手形 605 

 



前事業年度（平成18年３月31日） 当事業年度（平成19年３月31日） 

※５．          ―――――――――― ※５．期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決

済処理している。なお、当事業年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれている。 

    (百万円)

営業外支払手形 224 

 ６．保証債務  ６．保証債務 

 下記会社の借入金等に対する保証である。  下記会社の借入金等に対する保証である。 

(百万円) (百万円) 

(1）関係会社 (1）関係会社 

カネボウ・トリニティ・ホールディ

ングス㈱（平成18年4月12日付でトリ

ニティ・パートナーズ㈱から商号変

更） 

35,166 

計 35,166 

カネボウ・トリニティ・ホールディ

ングス㈱ 
33,244 

計 33,244 

(百万円) (百万円) 

(2）関係会社以外 (2）関係会社以外 

ブラジル中央銀行 291 

㈱カネボウ化粧品 648 

他４件 21 

計 960 

㈱カネボウ化粧品 174 

他４件 4 

計 178 

 ７．配当制限  ７．    ――――――――――――― 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を付したこと

により増加した純資産額は90百万円である。 

 

 ８．資本の欠損 30,047 百万円  ８．    ―――――――――――――    



（損益計算書関係） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１．他勘定振替高のうち主なものは、営業譲渡に伴う在庫移管高

及びたな卸資産処分損である。 

※１．他勘定振替高のうち主なものは、営業譲渡に伴う在庫移管高

及びたな卸資産処分損である。 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費 ※２．一般管理費に含まれる研究開発費 

なお、当期製造費用に含まれる研究開発費はない。 

1,224 百万円

なお、当期製造費用に含まれる研究開発費はない。 

118 百万円

※３．      ――――――――――――― ※３. 営業譲渡益の内訳は次のとおりである。 

    (百万円)

ホームプロダクツ事業  19,033 

薬品事業 1,061 

食品事業 12 

共通 △600 

計 19,507 

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

    (百万円) 

工具・器具及び備品 229 

土地 1,371 

借地権 262 

計 1,863 

※４．固定資産売却益の内訳は次のとおりである。 

    (百万円) 

建物 31 

工具・器具及び備品 52 

土地 4 

無形固定資産 950 

計 1,038 

※５．関係会社譲渡益の内訳は次のとおりである。 

    (百万円) 

食品関連事業  4,375 

新素材関連事業 1,110 

合繊関連事業  △869 

その他 △300 

計 4,315 

※５．     ――――――――――――― 

※６．債務免除益 

 カネボウ物流㈱より平成１8年1月31日に債務の一部につき免

除を受けたものである。 

※６.            ――――――――――――― 

  

※７．      ――――――――――――― ※７．子会社支援損失引当金戻入益は債務超過子会社の支援に係る 

  損失負担見積額の見直しに伴い取り崩したものである。     

※８．その他 

 主として、前期未払計上した外形標準課税付加価値割額の取

崩しによるものである。 

※８．     ――――――――――――― 

  

※９．営業譲渡損の内訳は次のとおりである。 

    (百万円) 

フィラ事業  2,723 

インナー事業 121 

計 2,845 

※９．          ――――――――――――- 

   

 



前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※10．固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 ※10．固定資産売却損の内訳は次のとおりである。 

    (百万円)

建物 58 

構築物 0 

機械及び装置 17 

土地 84 

計 160 

    (百万円)

工具・器具及び備品 3 

土地 4 

計 8 

※11．固定資産処分損の内訳は次のとおりである。 ※11．固定資産処分損の内訳は次のとおりである。 

    (百万円)

建物 100 

構築物 17 

機械及び装置 12 

工具・器具及び備品 3 

無形固定資産 299 

計 434 

    (百万円)

建物 18 

工具・器具及び備品 0 

計 19 

※12．減損損失 

（資産をグルーピングした方法） 

 事業再生計画に基づき、事業部別の事業用資産及び個別の賃

貸用資産、共用資産、遊休資産、売却予定資産にグルーピング

している。 

（減損損失に至った経緯） 

 事業再生計画において不採算事業からの撤退、現状保有資産

の見直し等を進めた結果、売却予定資産への用途変更となった

資産が生じ、これらの資産グループを含め、一部の資産グルー

プの時価に著しい下落が見られたことから、帳簿価格を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計

上している。 

※12．減損損失 

（資産をグルーピングした方法） 

                     同 左 

  

  

（減損損失に至った経緯） 

            同 左  

（減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資

産の種類毎の内訳） 

（回収可能価額の算定方法） 

 回収可能価額は、事業部別の事業用資産及び賃貸用資産につ

いては使用価値又は正味売却価額を適用し、遊休資産・売却予

定資産については正味売却価額を適用している。なお、使用価

値については将来キャッシュ・フローを5%で割り引いて算出し

ており、正味売却価額については不動産鑑定評価基準に基づく

鑑定評価額を使用している。 

グループ 用途 種類 

金額(百万円) 

売却予定資産 運用施設 

遊休資産 

土地 

29 

その他 

441 

共用資産 運用施設 建物 

36 

その他 

33 

（減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資

産の種類毎の内訳） 

  

  

（回収可能価額の算定方法） 

            同 左  

グループ 用途 種類 

金額(百万円) 

売却予定資産 運用施設 

遊休資産 

建物 

88 

その他 

121 

共用資産 運用施設 その他 

10 

※13．関係会社株式評価損はカネボウフーズ㈱、カネボウ物流㈱、

カネボウ・サンディジェーム㈱他8社の株式を評価減したもの

である。 

※13．     ――――――――――――― 

※14．債務超過状態の子会社に対する回収懸念債権につき貸倒引当

金を計上したものである。 

※14．     ――――――――――――― 

※15．債務超過子会社の支援に係る損失に備えるため、損失負担見

積額を計上したものである。 

※15．     ――――――――――――― 

 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,201,903株は買取によるものであり、減少283株は単元未満株式売渡請求に基

づく売り渡しによるものである。 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※16．         ―――――――――― ※16.子会社清算損はケーエスコーヨー㈱、カネボウ・サンディジェ

ーム㈱及び㈱アンドモアを清算したことによるものである。  

※17．構造改善費用の内訳は次のとおりである。 

  (百万円)

（１）ファッション事業 725

事業撤収費用 613

在庫廃棄費用 85

関係会社撤収費用 26

（２）合繊事業 361

事業撤収費用 361

（３）食品事業 344

事業撤収費用 344

（４）天然繊維事業 248

事業撤収費用 248

（５）新素材事業 222

主なもの  

事業所撤収費用 177

（６）共通部門他 4,566

主なもの  

土地設備撤去関連費用 2,834

退職給付引当金一括繰入 783

福利厚生施設撤収費用 491

その他事業撤収費用 236

計 6,469

※17．構造改善費用の内訳は次のとおりである。 

  (百万円)

（１）ファッション事業 137

事業撤収費用 137

（２）合繊事業 44

事業撤収費用 44

（３）共通部門他  

主なもの  

退職給付引当金一括繰入 582

事務所移転費用 54

その他 44

計 863

※18．関係会社との取引は次のものを含んでいる。 ※18．関係会社との取引は次のものを含んでいる。 

  (百万円)

売上高 37,212 

受取利息 1,384 

支払利息 198 

  (百万円)

売上高 2,709 

受取利息 865 

債務保証料 171 

支払利息 18 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 （注） 327,236 1,201,903 283 1,528,856 

合計 327,236 1,201,903 283 1,528,856 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自平成17年4月1日至平成18年3月31日）及び当事業年度（自平成18年4月1日至平成19年3月31日）における子会社株式及び

関連会社株式で時価のあるものはない。 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価額相

当額 

（百万円） 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

期末残高相

当額 

（百万円） 

機械及び装置 
(14) 

14 

(8) 

8 

(6) 

6 

工具・器具及び

備品 

(168) 

1,787 

(118) 

858 

(50) 

928 

その他 
  

13 

  

7 

  

5 

合計 
(183) 

1,815 

(126) 

874 

(56) 

940 

 

取得価額相

当額 

（百万円） 

減価償却累

計額相当額 

（百万円） 

期末残高相

当額 

（百万円） 

工具・器具及び

備品他 

(195) 

203 

(95) 

100 

(99) 

103 

合計 
(195) 

203 

(95) 

100 

(99) 

103 

（注）取得価額相当額は、支払利息相当額を控除したものである。 

なお、（ ）書きで記載している金額は、子会社等が使用し

ている設備に係るものであり、内数である。 

（注）取得価額相当額は、支払利息相当額を控除したものである。 

なお、（ ）書きで記載している金額は、子会社等が使用し

ている設備に係るものであり、内数である。 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 
(35) 
312 百万円 

１年超 
(23) 
655 百万円 

合計 
(58) 
968 百万円 

１年内 
(32) 
33 百万円 

１年超 
(71) 
72 百万円 

合計 
(103) 
106 百万円 

（注）（ ）書きで記載している金額は、子会社等が使用している

設備に係るものであり、内数である。 

（注）（ ）書きで記載している金額は、子会社等が使用している

設備に係るものであり、内数である。 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 
(14) 
488 百万円 

減価償却費相当額 
(13) 
455 百万円 

支払利息相当額 
(1) 
33 百万円 

支払リース料 
(33) 
98 百万円 

減価償却費相当額 
(31) 
91 百万円 

支払利息相当額 
(3) 
8 百万円 

（注）（ ）書きで記載している金額は、子会社等が使用している

設備に係るものであり、内数である。 

（注）（ ）書きで記載している金額は、子会社等が使用している

設備に係るものであり、内数である。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっ

ている。 

同 左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

リース料相当額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法については、利息法によってい

る。 

同 左 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 

当事業年度 

（平成19年３月31日） 

繰延税金資産 （百万円） （百万円） 

貸倒引当金繰入限度超過額 12,335 10,691 

賞与引当金繰入 126 0 

退職給付引当金繰入限度超過額 377 30 

子会社支援損失引当金繰入 1,576 207 

構造改善費用引当金繰入 1,285 629 

株式評価損否認額 1,110 90 

繰越欠損金 31,816 29,200 

その他 520 182 

繰延税金資産 小計 49,149 41,032 

評価性引当額 △41,011 △41,032 

繰延税金資産 合計 8,138 － 

繰延税金負債     

その他有価証券評価差額金 △62 － 

繰延税金負債 合計 △62 － 

繰延税金資産又は繰延税金負債(△)の純額 8,075 － 

 
前事業年度 

（平成18年３月31日） 

当事業年度 

（平成19年３月31日） 

  （％） （％） 

法定実効税率 40.7 40.9 

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 △22.3 － 

更正による一時差異の修正 △127.0 － 

過年度法人税等 68.2 △3.1 

評価性引当額による影響 383.5 0.8 

その他 △5.6 － 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 337.5 38.6 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額    65円90銭

１株当たり当期純利益       49円09銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益     39円08銭

１株当たり純資産額 138 円 68銭

１株当たり当期純利益         75円 58銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益      61円 39銭

 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益    

当期純利益（百万円） 7,154 12,205 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 7,154 12,205 

期中平均株式数（千株） 145,757 161,507 

（うち、普通株式）  51,002 94,321 

（うち、Ｃ種類株式） 94,754 67,186 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（千株） 37,313 37,313 

（うち、Ａ種類株式） 18,656 18,656 

（うち、Ｂ種類株式） 18,656 18,656 



（重要な後発事象） 

前事業年度末(平成18年３月31日) 

１．3事業（ホームプロダクツ・薬品・食品）の譲渡 

 当社は、経済産業省および厚生労働省より産業活力再生特別措置法の認定を受け、同法に定める簡易営業譲渡に関する特例措置によ

り、平成18年4月14日開催の取締役会において、ホームプロダクツ事業および薬品事業を当社スポンサーである3投資会社（アドバンテッ

ジパートナーズ有限責任事業組合、㈱ＭＫＳパートナーズ、ユニゾン・キャピタル㈱）が運営に携わるファンド（以下「ファンド」）等

が出資する2つの会社（カネボウホームプロダクツ㈱およびカネボウ製薬㈱）にそれぞれ営業譲渡することを決定し、同日付で契約を締

結の上、平成18年5月1日に実行いたしました。また当社は、カネボウフーズ株式会社の株式をファンド等に譲渡するとともに、コーポレ

ートスタッフ部門を、カネボウホームプロダクツ㈱、カネボウ製薬㈱およびカネボウフーズ㈱を統括・管理する会社カネボウ・トリニテ

ィ・ホールディングス㈱に譲渡することを平成18年4月14日開催の取締役会において決定し、同日付で契約を締結の上、平成18年5月1日

に実行いたしました。 

 譲渡する事業の概要ならびに譲渡先は以下のとおりです。 

 

１） ホームプロダクツ事業 

①譲渡先 カネボウホームプロダクツ株式会社（平成18年4月12日、「ユニゾン・マーズ株式会社」から商号変更） 

②事業内容 ボディソープ、シャンプー・コンディショナー、基礎化粧品など、生活に密着した日用品、化粧品の製造・販売 

③売上高 36,985百万円、総資産 12,746百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。 

④譲渡対象 生産施設ならびに運転資本他、ホームプロダクツ事業の運営に必要な資産ならびに負債一式 

⑤営業譲渡価額 23,380百万円 

２） 薬品事業 

①譲渡先 カネボウ製薬株式会社（平成18年4月12日、「紀尾井町インベストメント株式会社」から商号変更） 

②事業内容 漢方薬を中心とした、医療用医薬品と一般用医薬品の製造・販売 

③売上高 18,074百万円、総資産 15,740百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。 

④譲渡対象 生産施設ならびに運転資本他、薬品事業の運営に必要な資産ならびに負債一式 

⑤営業譲渡価額 12,010百万円 

  

３） 食品事業 

①譲渡先 「ファンド」およびカネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱（平成18年4月12日、「トリニティ・パートナーズ株式会社」

から商号変更） 

②事業内容 菓子、新規食品、冷菓の3部門において、各分野で他メーカーにはない特色のある商品の開発・製造・販売 

③売上高 23,007百万円（平成18年3月期） 

 なお、実質的な事業規模を示すため、連結ベースで記載しております。ただし、下記「④譲渡対象」に限ります。 

④譲渡対象 カネボウフーズ株式、カネボウフーズ販売株式、食品事業知的財産権、カネボウフーズ向け貸付金  

⑤事業価値 8,010百万円 

 

 なお当社は、平成18年5月1日に実行された当該営業譲渡等の代金債権をトリニティ・インベストメント株式会社が免責的債務引受けし

たことに基づき、同社に対し42,546百万円の貸付金を有することとなっております。 

２．資本減少について 

 当社は、平成18年6月29日開催の定時株主総会において、資本の減少について承認を戴きました。 

 

１）資本減少の理由 

当社は企業体質改善のため、諸施策を遂行してまいりましたが、過大資本の解消と欠損金一掃のため、資本金を減額するものでありま

す。 

  

２）資本減少の内容 

①減少すべき資本の額 

当社の資本の額35,099,985,000円を34,999,985,000円減少させ、資本金は100,000,000円といたします。 

②資本の欠損の填補に充てる額 

資本減少額34,999,985,000円のうち、29,703,654,640円を資本の欠損の填補に充てさせていただきます。 

③資本減少の方法 

発行済株式総数の変更は行なわず、資本金の額のみ減少いたします。 

④取締役会決議日 

平成18年5月31日 

⑤株主総会決議日 

平成18年6月29日 

⑥債権者異議申述期日 

平成18年9月下旬（予定） 

⑦資本減少の効力発生日 

平成18年9月末（予定） 



３．担保の解除等について 

 当社は、カネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱の長期借入金及び未払利息の担保として、有形固定資産、関係会社株式並びに預

金を担保提供しておりましたが、平成18年5月1日付の営業譲渡によって主たる担保資産が譲渡され、また平成18年6月20日付で締結した

「担保・保証の解除等に関する合意書」によって当社に残存する担保資産についても担保解除されました。 

当事業年度末(平成19年３月31日) 

１．解散決議 

 当社は、平成19年6月28日開催の定時株主総会において、平成19年6月30日をもって解散することを決議いたしました。 

解散後は、資産の換価や債権の回収及び債務の弁済を行い、法令及び定款に基づき残余財産の分配を行うこととなりますが、残余財産の

分配時期や見込額については、資産の換価や訴訟などもあり、現時点では未定であります。 

尚、解散により移行する清算株式会社の清算人は代表執行役である中嶋章義が、また監査役には監査委員である小森哲郎、竹井友二、林

竜也がそれぞれ就任いたします。 

２．商号並びに本店所在地の変更 

 平成19年6月28日開催の定時株主総会において、本年7月1日付で、商号をカネボウ株式会社から海岸ベルマネジメント株式会社に変更

し、本店所在地を東京都墨田区から東京都港区に変更することを決議いたしました。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

           資産の総額の百分の一以下であるため、記載を省略している。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１.「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで減損損失の計上額である。 

    ２．当期減少額（減損損失計上による減少を除く）のうち主なものは、以下のとおりである。 

       クラシエホームプロダクツ㈱、カネボウ製薬㈱およびカネボウ・トリニティ・ホールディングス㈱への譲渡 

        ３．無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略し

た。なお、ソフトウェアについて減損損失10百万円を計上している。 

資産の種類 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

当期末減価償

却累計額又は

償却累計額 

（百万円） 

当期償却額 

（百万円） 

差引当期末

残高 

（百万円） 

有形固定資産              

建物 8,057 145 5,877 

(88) 

2,325 1,022 103 1,303 

構築物 986 0 679 

(10) 

306 250 14 56 

機械及び装置 7,999 － 7,999 

  

－ － 23 － 

車両・運搬具 29 － 29 － － 0 － 

工具・器具及び備品 2,234 4 1,922 

(111) 

316 4 28 311 

土地 7,690 － 5,397 

  

2,292 － － 2,292 

建設仮勘定 2 － 2 － － － － 

有形固定資産計 27,000 149 21,906 

(210) 

5,241 1,277 168 3,963 

無形固定資産              

借地権 － － － 1 － － 1 

商標権  － － － － － － － 

ソフトウェア － － － 2 1 20 1 

電話加入権 － － － 1 － － 1 

その他 － － － － － 0 － 

無形固定資産計 － － － 5 1 20 3 

長期前払費用 13 － 13 － － 0 － 

建物 3,728 百万円 

構築物  293 百万円 

機械装置及び車両・運搬具 1,298 百万円 

工具・器具及び備品 201 百万円 

土地  5,397 百万円 

ソフトウェア 256 百万円 



【引当金明細表】 

（注）１．貸倒引当金の当期減少額のその他は洗替によるもの94百万円、子会社への貸倒引当金算定によるもの362百万円、回収に伴う取崩によ

るもの0百万円です。 

   ２．返品調整引当金当期減少額その他の内訳は、クラシエホームプロダクツ㈱への譲渡185百万円、カネボウ製薬㈱への譲渡231百万円、

構造改善費用への振替17百万円です。 

   ３．子会社支援損失引当金当期減少額その他の内訳は、洗替によるもの664百万円、貸倒引当金に振替えたもの2,994百万円です。 

   ４．構造改善費用引当金当期減少額その他の内訳は、取り崩しによるもの336百万円、貸倒引当金に振替えたもの2百万円です。    

区分 
前期末残高 

（百万円） 

当期増加額 

（百万円） 

当期減少額 

（目的使用） 

（百万円） 

当期減少額 

（その他） 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 

貸倒引当金 35,145 3,002 2,424 456 35,266 

賞与引当金 310 0 310 － 0 

返品調整引当金 564 － 130 434 － 

子会社支援損失引当金 3,874 292 － 3,658 508 

構造改善費用引当金 3,158 69 1,348 339 1,540 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末（平成19年３月31日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりである。 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

イ．相手先別内訳 

ロ．期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 0 

預金   

当座預金 163 

普通預金 591 

定期預金 5,025 

別段預金 3 

小計 5,782 

合計 5,783 

相手先 金額（百万円） 

㈱オリンピア 2 

㈱丸昌スポーツ 0 

㈲イブ  0 

合計 2 

期日 受取手形（百万円） 割引手形（百万円） 

平成19年４月      満  期 2 － 

５月        〃 － － 

６月        〃 － － 

７月        〃 － － 

８月        〃 － － 

合計 2 － 



③ 売掛金 

イ．相手先別内訳 

ロ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理方法は税抜方式を採用しているが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれている。 

④ 関係会社短期貸付金 

⑤ 長期貸付金 

(3）【その他】 

 該当事項はない。 

相手先 金額（百万円） 

フォルテ三軒茶屋店 6 

オブジェ（ヴィータローザ） 4 

㈲マルヤキャニオン 3 

㈲エフアンドスポーツ 3 

㈲サン大松 2 

その他 12 

合計 30 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

11,497 2,905 14,372 30 99.8 724.0 

相手先 金額（百万円） 

カネボウ合繊㈱ 20,327 

カネボウ興産㈱ 7,517 

カネボウアグリテック㈱ 6,130 

その他 270 

合計 34,244 

相手先 金額（百万円） 

トリニティ・インベストメント㈱ 42,546 

合計 42,546 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 (注) 当社の単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができない。 

    ①会社法第189条第2項各号に掲げる権利 

    ②取得請求権付株式の取得を請求する権利 

    ③募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利 

    ④有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを当社に請求する権利 

事業年度 4月1日から3月31日まで 

定時株主総会 6月中 

基準日 3月31日 

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券、1,000,000株

券及び100株未満の株式につきその株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 
9月30日 

3月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取り・買増し手数料 株式売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
電子公告（但し電子公告によることができない事故その他やむを得ない事

由が生じたときは、日本経済新聞に掲載する。） 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は平成17年6月13日付で上場廃止となり、証券取引法第24条第1項第1号及び第2号に掲げる有価証券の発行者で

はないため記載事項はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）臨時報告書 

 証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号及び第8号の規定に基づく 

 臨時報告書 

      平成18年4月17日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度(第89期)(自 平成17年4月1日 至 平成18年3月31日) 

 平成18年6月30日関東財務局長に提出。 

(3）半期報告書 

 中間会計期間(第90期中)(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

 平成18年12月27日関東財務局長に提出。 

(4）臨時報告書 

 証券取引法第24条の5第4項並びに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号の規定に基づく臨時報 

 告書 

 平成19年4月27日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月２９日 

カ ネ ボ ウ 株 式 会 社  

  取締役会  御中      

  監査法人トーマツ    

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大庭 四志次  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 秋山  卓司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松本   実  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカネボウ株式会社の平成 

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算

書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にある。 

 当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人

に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでい

る。 

記 

   継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、カネボウ株式会社は平成１８年５月１日付で中核事業である

ホームプロダクツ事業、薬品事業及び食品事業の営業譲渡並びに株式譲渡を行ったことから、当該事業の譲渡後においては収益の核となる事業

が存在しない状況にある。今後、カネボウグループは残存する一部の事業を運営していくこととしているが、当該残存事業についても事業譲渡

又は撤収の検討を行うことを予定しているため、継続企業の前提が不明確な状況にある。このため、継続企業を前提として作成されている上記

の連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。 

   当監査法人は、上記の連結財務諸表が、上記事項の連結財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、カネボウ株式会社及び連結子会社の平成１８

年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示しているかどう

かについての意見を表明しない。 

   会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別途保管している。



独立監査人の監査報告書 

  平成１９年６月２８日 

カ ネ ボ ウ 株 式 会 社  

  取締役会  御中      

  霞が関監査法人    

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 剱持  俊夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林  和夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカネボウ株式会社の平成18年4月

1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表

に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。 

記 

 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、カネボウ株式会社は平成19年4月26日開催の取締役会におい

て、平成19年6月28日開催の定時株主総会に解散議案を上程することを決議した。このような状況を受け会社は上記の連結財務諸表について、長

期貸付金等の重要な資産及び負債に関しては清算を仮定した処分価額で評価する会計方針を採用している。当該会計方針は継続企業を前提とし

た会計方針とは異なるが、企業会計上において一般に公正妥当と認められている会計処理の基準までは明示されていない。このため、継続企業

を前提としないで作成されている上記の連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、上記事項の連結財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、カネボウ株式会社及び連結子会社の平成19年3

月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示しているかどうかにつ

いての意見を表明しない。 

追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は当連結会計年度において長期貸付金等の重要な資産

及び負債に関しては清算を仮定した処分価額で評価する会計方針を採用して、連結財務諸表を作成している。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用して、連結財

務諸表を作成している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年6月28日開催の定時株主総会において平成19年6月30日をもって解散することを決

議している。 

   会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別途保管している。



独立監査人の監査報告書 

  平成１８年６月２９日 

カ ネ ボ ウ 株 式 会 社  

  取締役会  御中      

  監査法人トーマツ    

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大庭 四志次  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 秋山  卓司  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 松本   実  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカネボウ株式会社の平成 

１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、損失処理計算書及び附属

明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にある。 

 当監査法人は、下記事項を除き我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人

に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した

会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。 

記 

 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、カネボウ株式会社は平成１８年５月１日付で中核事業である

ホームプロダクツ事業、薬品事業及び食品事業の営業譲渡並びに株式譲渡を行ったことから、当該事業の譲渡後においては収益の核となる事業

が存在しない状況にある。今後、会社は残存する一部の事業を運営していくこととしているが、当該残存事業についても事業譲渡又は撤収の検

討を行うことを予定しているため、継続企業の前提が不明確な状況にある。このため、継続企業を前提として作成されている上記の財務諸表に

対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。 

   当監査法人は、上記の財務諸表が、上記事項の財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、カネボウ株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政

状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているかどうかについての意見を表明しない。 

   会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保管している。 



独立監査人の監査報告書 

  平成１９年６月２８日 

カ ネ ボ ウ 株 式 会 社  

  取締役会  御中      

  霞が関監査法人    

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 剱持  俊夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林  和夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているカネボウ株式会社の平成18年4月

１日から平成19年3月31日までの第90期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びそ

の適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。 

記 

 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、カネボウ株式会社は平成19年4月26日開催の取締役会におい

て、平成19年6月28日開催の定時株主総会に解散議案を上程することを決議した。このような状況を受け会社は上記の財務諸表について、長期貸

付金等の重要な資産及び負債に関しては清算を仮定した処分価額で評価する会計方針を採用している。当該会計方針は継続企業を前提とした会

計方針とは異なるが、企業会計上において一般に公正妥当と認められている会計処理の基準までは明示されていない。このため、継続企業を前

提としないで作成されている上記の財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、上記事項の財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、カネボウ株式会社の平成19年3月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する事業年度の経営成績を適正に表示しているかどうかについての意見を表明しない。 

追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は当事業年度において長期貸付金等の重要な資産及び

負債に関しては清算を仮定した処分価額で評価する会計方針を採用して、財務諸表を作成している。 

２．会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用して、財務諸表を

作成している。 

３．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年6月28日開催の定時株主総会において平成19年6月30日をもって解散することを決

議している。 

   会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保管している。 
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